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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第37期連結会計年度、第38期連結会計年度（中間含む）及び第39期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利益金額については、１株当たり中間（当期）純損失が計上されているため記載して

おりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第37期中 第38期中 第39期中 第37期 第38期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) 3,331,954 2,712,707 2,053,198 5,600,302 5,827,652

経常利益又は 
経常損失（△）

(千円) 894,263 △556,776 △220,558 211,501 △793,993

中間純利益又は 
中間(当期)純損失(△)

(千円) 334,894 △4,115,851 △2,165,514 △2,235,733 △5,670,156

純資産額 (千円) 9,061,217 2,761,841 974,174 6,867,322 3,209,827

総資産額 (千円) 11,550,898 6,776,324 2,911,138 10,952,611 5,414,726

１株当たり純資産額 (円) 223.86 61.15 11.32 160.82 37.61

１株当たり中間純利益
又は中間(当期)純損失
(△)

(円) 8.40 △96.39 △26.04 △55.16 △122.41

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 8.22 ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 78.4 38.5 32.3 62.7 57.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 390,580 △226,704 △468,539 249,910 △272,392

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △784,688 △655,121 △814,615 △2,492,275 △1,016,213

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 1,383,001 △43,739 △58,552 2,859,315 904,069

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 2,190,480 895,612 94,917 1,820,624 1,436,780

従業員数 (名) 175 180 119 186 150



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第37期事業年度、第38期事業年度（中間含む）及び第39期中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額については、１株当たり中間（当期）純損失が計上されているため記載しておりませ

ん。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号）を適用しております。 

  

回次 第37期中 第38期中 第39期中 第37期 第38期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) 2,923,744 1,828,655 1,532,219 4,808,951 4,205,228

経常利益又は 
経常損失（△）

(千円) 893,317 △107,585 △81,152 671,013 △46,423

中間純利益又は 
中間(当期)純損失(△)

(千円) 395,934 △3,656,365 △2,157,094 △1,879,047 △5,924,693

資本金 (千円) 5,359,792 5,571,167 6,624,273 5,571,167 6,624,273

発行済株式総数 (株) 40,487,485 42,712,485 83,180,985 42,712,485 83,180,985

純資産額 (千円) 9,121,507 3,464,782 1,098,356 7,222,870 3,316,589

総資産額 (千円) 10,944,729 6,503,339 2,630,273 10,288,240 4,912,154

１株当たり純資産額 (円) 225.35 80.19 12.82 169.15 38.97

１株当たり中間純利益
又は中間(当期)純損失
(△)

(円) 9.93 △85.63 △25.94 △46.36 △127.91

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益

(円) 9.71 ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 83.3 52.7 40.5 70.2 66.0

従業員数 (名) 133 128 95 134 101



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重

要な変更はありません。  

  

３ 【関係会社の状況】 

①ソフトウェアの企画・設計・研究・開発・販売を行っておりましたサイバーリンクトランスデジタル

㈱の株式を平成１９年４月２７日に全部売却したため、連結子会社に該当しなくなりました。 

 ②金融アプリケーションの開発販売、及び企業財務コンサルティングを行っておりましたアドバンスト

アイ㈱の株式を平成１９年６月１５日に全部売却したため、持分法適用関連会社に該当しなくなりまし

た。 

 ③ＥＣサイトの運営を行っておりましたキムラヤネット㈱の株式を平成１９年７月１２日に全部売却し

たため、連結子会社に該当しなくなりました。 

  



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
（注）１ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。 

３ 従業員は、前連結会計年度より31名減少しております。これは、事業再編・グループ企業見直しによるも

のであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
 (注) 従業員数は、就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

システム開発事業 72

機器販売事業 3

ＩＴセキュリティ事業 5

ＥＣ・マーケティング事業 3

投資事業 1

その他 18

全社(共通) 17

合計 119

従業員数(名) 95



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

① 全体の業績について 

当中間連結会計期間における我が国経済は、原油価格高騰の影響やサブプライムローン問題による

米国経済の減速、為替動向が不安定要因となっているものの、企業収益の改善や設備投資の増加など

により、景気は緩やかな回復基調が続いています。 

 情報サービス業界においては、企業のアウトソーシングの進展や好調な企業収益を背景に旺盛なＩ

Ｔ関連設備投資などから堅調に推移する一方、需要拡大に伴う技術者不足が慢性化の傾向にあり、人

材の確保と育成は経営の重要課題のひとつとなっております。 

 このような状況の下、当社グループは、既存事業における利益率改善や、不採算事業の売却、新規

事業の育成に注力してまいりましたが、過去の投資案件や出資先・投資先の業績不振等により、多額

の損失を計上することとなりました。 

 この結果、当中間連結会計期間の業績につきましては、連結子会社数の減少や事業環境の変化等に

より売上高が2,053百万円（前年同期増減額△659百万円）と大幅な減収になりました。また、損益に

つきましては、営業損失235百万円（前年同期増減額191百万円）、経常損失220百万円（前年同期増

減額336百万円）、中間純損失2,165百万円（前年同期増減額1,950百万円）と、事業の合理化による

一定の改善は認められるものの、過去の投資事業に関係する特別損失の発生などにより、大幅な最終

損失となりました。今後は、事業部・子会社毎の、更なる経費削減と利益計画の実施を行ってまいり

ます。 

  

② 事業の種類別セグメントの業績について 

イ．システム開発事業 

システム開発事業では、情報システムの分析からプログラム設計、プログラム製作及び、調査集

計・分析サービスを行っております。  

 当中間連結会計期間におきましては、売上高649百万円（前年同期94百万円の減収）、営業利益

108百万円（前年同期47百万円の減益）となりました。 

 当事業は、機動力の向上や受注体制の拡大を目指して、同業他社との協業体制を進めるととも

に、品質管理やプロジェクト採算管理、技術教育の推進を図ることで、利益率の向上や大型案件へ

の受注体制を構築してきました。しかしながら、連結子会社の売却等により減収減益となりまし

た。  

  

ロ．機器販売事業 

機器販売事業ではプリンタトナーの販売が主であります。 

 当中間連結会計期間におきましては、売上高802百万円（前年同期342百万円の減収）、営業損失

23百万円（前年同期42百万円の悪化）となりました。 

 トナー販売におきましては、原油高による仕入コスト・運搬費用の増加による利幅の減少や、リ

サイクルトナー業界の特許権問題による経営環境の変化から利益率の低いメーカー純正品販売中心

へのシフトを行わざるを得ず、営業損失を計上いたしました。また、売上高の大幅な減少につきま

しては、前期まで行っていたパチンコ遊技機メーカーへの部材供給事業から撤退したことによるも



のです。 

  

ハ．ＩＴセキュリティ事業 

ＩＴセキュリティ事業は、子会社である㈱ティーディー・セキュリティ及びその英国子会社

LODOGA Security Limited が、セキュリティ診断・コンサルティング・教育等の事業を行っており

ます。  

 当中間連結会計期間におきましては、売上高124百万円（前年同期33百万円の増収）、営業利益

３百万円（前年同期137百万円の改善）となりました。 

 国内で活動する㈱ティーディー・セキュリティについては、事業戦略の見直しにより大幅な事業

圧縮を行っております。一方その英国子会社であるLODOGA Security Limited については、中間営

業利益７百万円を計上し、業績は改善しております。  

  

ニ．ＥＣ・マーケティング事業 

ＥＣ・マーケティング事業では、子会社である㈱フォリアル及びウーマンジャパン㈱にて通販番

組やWebサイトを利用した健康食品や化粧品の販売を行っております。  

 当中間連結会計期間におきましては、売上高120百万円（前年同期277百万円の減収）、営業損失

50百万円（前年同期９百万円の悪化）となりました。 

 売上高の減少は、事業再編に伴う子会社２社の売却や、広告規制の強化による事業環境の変化な

どがあげられます。また、営業損失につきましても前年同期に比べ△９百万円の損失増大となって

おり、更なる事業再編を含むより一層の子会社管理と利益計画の達成が必要であると考えておりま

す。  

  

ホ．投資事業 

投資事業では、有価証券投資や不動産投資等を行っております。  

 当中間連結会計期間におきましては、売上高80百万円（前年同期50百万円の増収）、営業損失40

百万円（前年同期39百万円の改善）となりました。 

 投資事業につきましては、今般の特別損失にも繋がっており、今後の事業縮小と見直しを図って

まいります。 

  

ヘ．その他事業 

子会社である、㈱ピー・ジー・エムが衣料品販売事業を、メディア241㈱がスカイパーフェクト

ＴＶのチャンネル「ハッピー241」の運営を行っております。  

 当中間連結会計期間におきましては、売上高307百万円（前年同期77百万円の減収）、営業損失

84百万円（前年同期49百万円の改善）となりました。 

 ㈱ピー・ジー・エムにおきましては、不採算店舗の撤退や固定費圧縮、ブランドの再構築などを

行ってまいりました。  

 メディア241㈱におきましては、収益改善のため、番組作成に向けた新たなスポンサー探しを行

っています。  

 これらの事業については、損失の幅に改善が見られるものの利益を計上するには至らず、今後の

黒字化に向けた利益計画に基づく管理徹底を行い、状況に応じた合理的な判断を行ってまいりま

す。  

  



③ 営業外収益及び営業外費用について 

営業外収益につきましては、中間連結決算におきまして受取利息23百万円を計上いたしました。そ

のほかに、その他の営業外収益６百万円を計上し、合計で30百万円を営業外収益として計上いたしま

した。  

 また、営業外費用につきましては、中間連結決算におきまして支払利息９百万円を計上いたしまし

た。そのほかに、その他の営業外費用６百万円を計上し、合計で15百万円を営業外費用として計上い

たしました。  

  

④ 特別利益及び特別損失について 

特別利益につきましては、中間連結決算におきまして当社保有債権の放棄に伴い、債務免除益112

百万円を計上いたしました。当社が出資しておりました匿名組合の解散に伴う分配金57百万円を計上

いたしました。当社保有の子会社株式の売却に伴い、関係会社株式売却益35百万円を計上いたしまし

た。以上のほかに、その他特別利益70百万円を計上し、合計で276百万円を特別利益として計上いた

しました。  

 また、特別損失につきましては、中間連結決算におきまして当社の保有する投資有価証券に関し、

投資先の財政状態の悪化や株価の下落等が生じたため投資損失引当金繰入額842百万円、投資有価証

券売却損113百万円を計上いたしました。取引先や子会社に対する保有債権の回収可能性を保守的に

検討した結果、貸倒引当金繰入額663百万円を計上いたしました。保有する不動産につき収益性の観

点から、減損損失552百万円を計上いたしました。以上のほかに、その他特別損失43百万円を計上

し、合計で2,214百万円を特別損失として計上いたしました。  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の中間期末残高は、94百万

となり、前連結会計年度末に比べ1,341百万円の減少となりました。各キャッシュ・フローの状況とそ

れらの要因は次の通りであります。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 当中間連結会計期間において営業活動の結果使用した資金は、468百万円（前年同期は226百万円の資

金使用）となりました。これは主に、営業活動による損失の発生や売上債権の増加・流動負債の減少等

によるものです。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は、814百万円（前年同期は655百万円の資

金使用）となりました。これは主に、有形固定資産の取得や取引先等への貸付による支出です。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 当中間連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は58百万円（前年同期は43百万円の資金使

用）となりました。これは主に、借入金及び社債の約定返済によるものです。  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 
  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 金額は、販売価格によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４ 機器販売事業、ＥＣ・マーケティング事業、投資事業及びその他につきましては、生産実績を定義すること

が困難なため、生産実績は記載しておりません。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 
  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 機器販売事業、ＥＣ・マーケティング事業、投資事業及びその他につきましては、受注高、受注残高を定義

することが困難なため、受注高、受注残高は記載しておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円) 前年同期比(％)

システム開発事業 653,428 △6.9

ＩＴセキュリティ事業 124,855 36.3

合計 778,283 △1.9

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

システム開発事業 1,012,332 △2.4 545,605 △13.6

ＩＴセキュリティ事業 124,855 36.3 ― ―

合計 1,137,187 0.8 545,605 △13.6



(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 
  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 投資事業につきましては、販売実績を定義することが困難なため、営業実績を記載しております。 

  

３ 【対処すべき課題】 

① システム開発事業の強化  

 システム開発事業においては、利益率は改善しているものの人材不足・ノウハウ不足等により、情報サ

ービス産業における市場の拡大等の好調な事業環境を活かしきれていません。今後は、開発請負業務にお

けるマネージメント能力向上、技術者派遣業務における円滑な人材供給、技術力と営業力の向上により、

更なる規模拡大と基盤強化を図ってまいります。  

 

② 新規事業・子会社事業の黒字化  

 新規事業及び子会社事業の黒字化は、重要課題の一つであります。利益計画に沿った管理を行い、更な

る事業再編も含めた合理的な判断を行ってまいります。  

 

③ 債権・資産管理の徹底  

 不良債権及び不良資産の発生と回収については、当社グループの事業及び財務・経営に重大な悪影響を

与えております。  

 子会社に対するものも含めた債権・資産の管理（回収可能性の判断や期日管理等）と保全を徹底し、新

たな不良債権及び不良資産の発生を未然に防ぐ必要があります。  

 また、既に発生してしまったものについては、可能な限り回収に努めてまいります。  

 

④ 人材育成・確保  

 情報サービス産業においては、技術者の確保と育成は重要課題であり、収益性及びサービス向上ととも

に、同業他社との差別化を図る要因となるため、積極的に取り組んでまいります。  

 

⑤ キャッシュ・フローの改善  

 業務によっては先行投資が必要となりますが、キャッシュフローの改善により、資金調達コストを抑

え、更に不足の事態による資金ショートのリスクに対応できるよう、体質改善を図る必要があります。そ

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

システム開発事業 649,851 △8.1

機器販売事業 802,351 △29.9

ＩＴセキュリティ事業 124,855 36.3

ＥＣ・マーケティング事業 120,204 △66.9

投資事業 48,216 56.2

その他 307,720 △17.9

合計 2,053,198 △24.3



のためにもまず営業キャッシュ・フローの黒字化が課題であります。  

 

⑥ 株価対策  

 当社グループの重要な経営方針の柱として「株主価値の向上」があります。前期及び当期においては業

績悪化に伴う著しい株価の下落があり、株主価値の向上による成長という目的を果たせておりません。こ

れにつきましては、ここに挙げられる課題を克服し、事業計画に沿った計画的な経営を行い、業績結果を

出すことで市場の信頼を回復することが重要と考えております。  

 

⑦ 内部管理体制の強化と決算発表の早期化  

 決算発表につきましては、期末日後45日以内の発表を目安に取り組んでまいります。また、そのための

計画的な事前準備、体制強化、決算発表事務の合理化、監査法人へのアナウンス等行ってまいります。  

 また、金融商品取引法への対応を含めた内部管理体制の強化を行ってまいります。  

 

⑧ 安定株主の形成  

 安定株主の形成は、株価対策や経営面においても重要課題であります。そのためにもまず業績回復と信

頼回復に努め、更に株主への情報提供・配当政策・個人投資家保護等を課題として取り組んでまいりま

す。  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。   

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

提出会社の設備の異動 

当中間連結会計期間において主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前連結会計年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 平成19年10月１日から半期報告書提出日までの間、転換社債型新株予約権付社債の転換、及び新株予約権の行

使により発行された株式はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 330,000,000

計 330,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 83,180,985 83,180,985
ジャスダック証券
取引所

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

計 83,180,985 83,180,985 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権の概要は次のとおりであ

ります。 

  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、10,000株であります。 

  
２ 新株予約権の発行後、当社が時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する場合、株式分割または

株式無償割当てにより普通株式を発行する場合において当社普通株式数に変更を生じる場合または変更を生

じる可能性がある場合は、次の算式により払込金額を調整する。 

   
  なお、上記の各取引において、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日が設定され、かつ、各取引

の効力の発生が当該基準日以降の株主総会または取締役会その他当社の機関の承認を条件としているとき

は、上記にかかわらず、調整後の行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用するものとする。

この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに、本新株予約権を行使した新株

予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付するものとする。 

   
  また、株式の併合、当社を存続会社とする合併、当社を承継会社とする吸収分割または当社を完全親会社と

する株式交換のために行使価額の調整を必要とするときのほか、当社の発行済株式数の変更または変更の可

能性を生ずる事由の発生によって行使価額の調整を必要とするとき、当社は当社が適切と考える方法により

行使価額の調整を行うものとする。 

  

平成19年１月26日発行トランスデジタル株式会社新株予約権
取締役会決議日（平成19年１月11日）

中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数 790個（注）１ 790個（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ――― ―――

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 7,900,000株 7,900,000株

新株予約権の行使時の払込金額
１個につき571,000円

（１株57.10円）（注）２
同左

新株予約権の行使期間
平成19年１月29日から

  平成21年１月28日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 60.244円
  資本組入額  30.112円

同左

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の行使にあたっ

ては、一部行使はできないも

のとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡について

は、取締役会の承認を要する

ものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ――― ―――

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付 
に関する事項

――― ―――

既発行株式数 ＋
交付株式数×１株当たりの発行金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価

既発行株式数＋交付株式数

株式数 ＝
（調整前行使価額－調整後行使価額）×調整前行使価額により当該期間内に交付された

株式数

調整後行使価額



② 新株予約権 

平成19年１月11日の取締役会決議に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

  
２ 新株予約権の発行後、当社が時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する場合、株式分割または

株式無償割当てにより普通株式を発行する場合において当社普通株式数に変更を生じる場合または変更を生

じる可能性がある場合は、次の算式により払込金額を調整する。 

   
  なお、上記の各取引において、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日が設定され、かつ、各取引

の効力の発生が当該基準日以降の株主総会または取締役会その他当社の機関の承認を条件としているとき

は、上記にかかわらず、調整後の行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用するものとする。

この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに、本新株予約権を行使した新株

予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付するものとする。 

   
  また、株式の併合、当社を存続会社とする合併、当社を承継会社とする吸収分割または当社を完全親会社と

する株式交換のために行使価額の調整を必要とするときのほか、当社の発行済株式数の変更または変更の可

能性を生ずる事由の発生によって行使価額の調整を必要とするとき、当社は当社が適切と考える方法により

行使価額の調整を行うものとする。 

  

トランスデジタル株式会社第１回ストック・オプション
取締役会決議日（平成19年１月11日）

中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数 15,680個（注）１ 15,560個（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ――― ―――

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 1,568,000株 1,556,000株

新株予約権の行使時の払込金額
１個につき6,850円

（１株68.5円）（注）２
同左

新株予約権の行使期間
平成19年２月１日から

  平成22年１月10日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  68.50円
  資本組入額  34.25円

同左

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の行使にあたっ

ては、一部行使はできないも

のとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡について

は、取締役会の承認を要する

ものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ――― ―――

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付 
に関する事項

――― ―――

既発行株式数 ＋
交付株式数×１株当たりの発行金額

調整後行使価額＝調整前転換価額×
時価

既発行株式数＋交付株式数

株式数 ＝
（調整前行使価額－調整後行使価額）×調整前行使価額により当該期間内に交付された

株式数

調整後行使価額



③ 新株予約権付社債 

会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権付社債の概要は次のとお

りであります。 

  

 
(注) 新株予約権付社債の発行後、当社が時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する場合、株式分割ま

たは株式無償割当てにより普通株式を発行する場合において当社普通株式数に変更を生じる場合または変更を

生じる可能性がある場合は、次の算式により払込金額を調整する。 

   
なお、上記の各取引において、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日が設定され、かつ、各取引の

効力の発生が当該基準日以降の株主総会または取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときは、上

記にかかわらず、調整後の行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用するものとする。この場合

において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに、本新株予約権を行使した新株予約権者に

対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付するものとする。 

平成21年８月30日満期無担保転換社債型新株予約権付社債
取締役会決議日（平成18年８月14日）

中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数 25個 25個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ――― ―――

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 4,277,159株 4,277,159株

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき116.90円（注） 同左

新株予約権の行使期間
平成18年８月31日から

 平成21年８月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  116.90円
  資本組入額  58.45円

同左

新株予約権の行使の条件

当社が本社債につき期限の利

益を喪失した場合には、以後

本新株予約権を行使すること

はできないものとする。当社

が社債権者の請求により本社

債の全部または一部を繰上償

還する場合には、本新株予約

権付社債券が償還金支払場所

に到着したとき以後、本新株

予約権を行使することはでき

ない。また、各本新株予約権

の一部行使はできないものと

する。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

本新株予約権付社債は会社法

第254条第２項本文および第

３項本文の定めにより本社債

または本新株予約権の一方の

みを譲渡することはできな

い。

同左

代用払込みに関する事項

本新株予約権１個の行使に際
してする出資の目的は、当該
本新株予約権に係る本社債と
し、当該本社債の価額は、当
該本社債の償還価額と同額と
する。

同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付 
に関する事項

――― ―――

新株予約権付社債の残高 500,000千円 500,000千円

既発行株式数 ＋
交付株式数×１株当たりの発行金額

調整後転換価額＝調整前転換価額×
時価

既発行株式数＋交付株式数

（調整前転換価額－調整後転換価額）×調整前転換価額により当該期間内に交付された



   
また、株式の併合、当社を存続会社とする合併、当社を承継会社とする吸収分割または当社を完全親会社とす

る株式交換のために転換価額の調整を必要とするときのほか、当社の発行済株式数の変更または変更の可能性

を生ずる事由の発生によって転換価額の調整を必要とするとき、当社は当社が適切と考える方法により転換価

額の調整を行うものとする。 

 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
（注）平成19年６月28日開催の定時株主総会における資本準備金減少決議に基づくその他資本剰余金への振替であり

ます。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在  

 
(注) 前事業年度末現在主要株主であった大空投資事業有限責任組合、Ｇ＆Ｗ投資事業有限責任組合は、当中間期末

では主要株主ではなくなりました。 

  

株式数 ＝ 株式数

調整後転換価額

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年６月28日 
   （注）

― 83,180,985 ― 6,624,273 △1,917,407 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(百株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 141,743 17.04

Ｇ＆Ｗ投資事業有限責任組合 東京都港区芝３－22－８－1601 40,000 4.81

日興コーディアル証券 
株式会社

東京都中央区日本橋兜町６－５ 37,976 4.57

コメルツバンク(サウス イース
ト アジア)リミテッド 
(常任代理人 株式会社みずほ 
コーポレート銀行)

8 SHENTON WAY,HEX 36-01
TEMASEK TOWER SINGAPORE 068811 
(東京都中央区日本橋兜町６－７)

13,579 1.63

ネットウィング証券 
株式会社

東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－18 10,797 1.30

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号 10,261 1.23

岡村 学 京都市山科区 10,000 1.20

萩原 外志仁 愛知県豊橋市 9,745 1.17

ＳＢＩイー・トレード証券 
株式会社

東京都港区六本木１丁目６番１号 8,605 1.03

オリックス証券株式会社
東京都中央区日本橋人形町１－３－８
沢の鶴人形町ビル６Ｆ業務管理部

7,430 0.90

計 ― 290,136 34.88



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の失念株式が、47,600株(議決権 476個)含まれ

ております。 

２ 「単元未満株式」には当社所有の自己株式が、３株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 11,000

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

83,164,900
831,649 同上

単元未満株式  
普通株式 5,085 ― 同上

発行済株式総数 83,180,985 ― ―

総株主の議決権 ― 831,649 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

トランスデジタル株式会社 
(自己保有株式)

東京都港区赤坂１－12－32 11,000 ― 11,000 0.01

計 ― 11,000 ― 11,000 0.01

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 62 51 65 57 59 44

最低(円) 45 32 43 49 38 22



３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

  

役職の異動 

 
  

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役 
（会長）

代表取締役
（社長）

林  弘明 平成19年11月30日

代表取締役 
（社長）

取締役
（事業開発室長）

後藤 幸英 平成19年11月30日

代表取締役 
（副社長兼管理本部長）

取締役
（経営企画室長）

鈴木 康平 平成19年11月30日

取締役 
（常務兼システム開発事業部長）

取締役
（システム開発事業部長）

高荷 克博 平成19年11月30日

取締役 
（管理本部担当）

取締役
（管理本部長兼ＩＴ統括室長）

有山 幸男 平成19年９月１日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18

年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸

表及び中間財務諸表については、国際第一監査法人により中間監査を受け、金融商品取引法第193条の

２第１項に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)及び当中間会計

期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表については、

ＫＤＡ監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、従来から当社が監査証明を受けている国際第一監査法人は、平成19年１月１日に名称を変更し

ＫＤＡ監査法人となりました。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※３ 1,020,612 94,917 1,436,780

 ２ 受取手形及び売掛金
※２ 
※５

950,836 534,848 646,726

 ３ たな卸資産 227,253 204,380 357,073

 ４ 営業用投資有価証券 ※３ 374,625 209,363 246,375

 ５ 投資損失引当金 ― △92,000 ―

 ６ 未収入金 295,434 55,955 88,107

 ７ 短期貸付金 1,202,372 1,435,606 725,920

 ８ その他 148,167 101,625 46,272

 ９ 貸倒引当金 △340,705 △916,061 △444,123

   流動資産合計 3,878,596 57.2 1,628,636 55.9 3,103,132 57.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 土地 44,387 202,640 44,387

  (2) その他 ※１ 186,949 231,337 3.4 44,740 247,381 8.5 80,645 125,033 2.3

 ２  無形固定資産

  (1) のれん 380,788 ― 63,263

  (2) その他 39,820 420,609 6.2 249 249 0.0 11,172 74,436 1.4

 ３  投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※３ 1,934,005 1,677,207 1,791,483

  (2) 関係会社株式 24,500 ― 53,592

   （3）投資損失引当金 ― △750,500 ―

  (4) 長期貸付金 5,140 564,133 820,990

  (5) 破産債権・更生債 
    権その他これらに 
    準ずる債権

604,657 580,613 582,854

  (6) その他 296,586 370,883 500,757

  （7）貸倒引当金 △619,108 2,245,781 33.2 △1,407,466 1,034,872 35.6 △1,637,553 2,112,124 39.0

   固定資産合計 2,897,728 42.8 1,282,502 44.1 2,311,593 42.7

   資産合計 6,776,324 100.0 2,911,138 100.0 5,414,726 100.0



前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 650,662 293,772 347,334

 ２ 短期借入金 ※３ 1,620,848 435,410 275,477

 ３ 一年以内償還社債 100,000 195,000 100,000

 ４ 未払法人税等 48,388 12,772 33,686

 ５ 繰延税金負債 7,324 ― ―

 ６ 賞与引当金 4,599 ― ―

  ７  訴訟損失引当金 ― 10,000 ―

 ８ その他 285,845 234,480 341,112

   流動負債合計 2,717,669 40.1 1,181,435 40.6 1,097,611 20.3

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 895,000 700,000 845,000

 ２ 長期借入金 ※３ 319,954 ― 183,280

 ３ 退職給付引当金 44,660 43,176 50,383

 ４ 繰延税金負債 7,019 ― 5,581

 ５ その他 30,179 12,351 23,042

   固定負債合計 1,296,813 19.2 755,528 25.9 1,107,287 20.4

   負債合計 4,014,483 59.3 1,936,963 66.5 2,204,898 40.7

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 5,571,167 6,624,273 6,624,273

 ２ 資本剰余金 1,494,893 ― 2,547,999

 ３ 利益剰余金 △4,471,787 △5,643,607 △6,026,091

 ４ 自己株式 △6,319 △6,320 △6,319

   株主資本合計 2,587,954 38.2 974,344 33.5 3,139,860 58.0

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

20,906 △18,327 135

 ２ 為替換算調整勘定 2,275 △14,362 △12,047

   評価・換算差額等 
   合計

23,182 0.3 △32,689 △1.2 △11,911 △0.2

Ⅲ 新株予約権 41,500 0.6 32,519 1.2 75,194 1.4

Ⅳ 少数株主持分 109,204 1.6 ― ― 6,683 0.1

   純資産合計 2,761,841 40.7 974,174 33.5 3,209,827 59.3

   負債純資産合計 6,776,324 100.0 2,911,138 100.0 5,414,726 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日)

前連結会計年度

要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)

Ⅰ 売上高 2,712,707 100.0 2,053,198 100.0 5,827,652 100.0

Ⅱ 売上原価 2,094,671 77.2 1,709,937 83.3 4,495,131 77.1

   売上総利益 618,036 22.8 343,261 16.7 1,332,521 22.9

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

※１ 1,044,883 38.5 578,740 28.2 1,936,140 33.3

   営業損失 426,847 △15.7 235,478 △11.5 603,619 △10.4

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 80,469 23,966 166,223

 ２ その他 7,123 87,593 3.2 6,803 30,769 1.5 11,344 177,568 3.0

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 30,842 9,001 85,183

 ２ 株式交付費 2,821 ― 95,231

 ３ 社債発行費償却 25,238 ― 25,238

 ４ 持分法による 
   投資損失

144,315 92 142,098

 ５ その他 14,305 217,522 8.0 6,755 15,850 0.8 20,190 367,942 6.3

   経常損失 556,776 △20.5 220,558 △10.8 793,993 △13.7

Ⅵ 特別利益

  １ 関係会社株式 
   売却益

― 35,819 5,570

  ２  匿名組合分配金 ― 57,698 ―

 ３ 債務買取益 ― ― 276,830

  ４  債務免除益 ― 112,556 ―

  ５  退職給付 
      引当金戻入益

4,761 ― ―

  ６  投資有価証券売却 
      益

― 16,815 ―

 ７ 新株予約権戻入益
―

42,675
―

 ８ その他 1,949 6,710 0.2 10,684 276,249 13.5 1,786 284,187 4.9



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日)

前連結会計年度

要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)

Ⅶ 特別損失

 １ 営業用投資有 
   価証券評価損

813,375 ― 915,625

  ２  投資損失引当金 
   繰入額

― 842,500 ―

 ３  投資有価証券 
   評価損

24,000 12,155 103,320

 ４ 投資有価証券 
   売却損

300 113,004 300

 ５ 貸倒引当金 
   繰入額

34,798 663,129 907,818

 ６ たな卸資産 
   評価損

44,645 ― 44,645

 ７ 商品廃棄損 3,729 6,369 ―

 ８ 固定資産除却損 ※２ 12,575 ― 34,895

 ９ 減損損失 ※４ 24,029 552,275 245,525

  10  訴訟損失引当金繰 
      入額

― 10,000 ―

 11 持分法による 
   投資損失

2,045,348 ― 2,045,348

 12 のれん一括 
   償却額

516,767 9,005 676,790

 13 その他 ※３ 4,911 3,524,480 129.9 6,040 2,214,478 107.9 135,742 5,110,011 87.6

   税金等調整前中間 
   (当期)純損失

4,074,546 △150.2 2,158,788 △105.2 5,619,817 △96.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

33,013 6,726 44,161

   法人税等調整額 △400 32,612 1.2 ― 6,726 0.3 △398 43,762 0.8

   少数株主利益 8,692 0.3 ― 6,575 0.1

  中間(当期)純損失 4,115,851 △151.7 2,165,514 △105.5 5,670,156 △97.3



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 5,571,167 3,271,767 △2,132,809 △6,319 6,703,805

中間連結会計期間中の変動額

 欠損てん補のための取崩額 ― △1,776,873 1,776,873 ― ―

 中間純損失 ― ― △4,115,851 ― △4,115,851

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

― △1,776,873 △2,338,977 ― △4,115,851

平成18年９月30日残高(千円) 5,571,167 1,494,893 △4,471,787 △6,319 2,587,954

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主 
持分

純資産合計
その他有価証 
券評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 163,129 387 163,516 ― 101,504 6,968,826

中間連結会計期間中の変動額

 欠損てん補のための取崩額 ― ― ― ― ― ―

 中間純損失 ― ― ― ― ― △4,115,851

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△142,222 1,887 △140,334 41,500 7,700 △91,133

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

△142,222 1,887 △140,334 41,500 7,700 △4,206,985

平成18年９月30日残高(千円) 20,906 2,275 23,182 41,500 109,204 2,761,841



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(千円) 6,624,273 2,547,999 △6,026,091 △6,319 3,139,860

中間連結会計期間中の変動額

  その他資本剰余金から 
  その他利益剰余金への振替

― △2,547,999 2,547,999 ― ―

 中間純損失 ― ― △2,165,514 ― △2,165,514

  自己株式の取得 ― ― ― △1 △1

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

― △2,547,999 382,484 △1 △2,165,516

平成19年９月30日残高(千円) 6,624,273 ― △5,643,607 △6,320 974,344

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主 
持分

純資産合計
その他有価証 
券評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) 135 △12,047 △11,911 75,194 6,683 3,209,827

中間連結会計期間中の変動額

  その他資本剰余金から 
  その他利益剰余金への振替

― ― ― ― ― ―

 中間純損失 ― ― ― ― ― △2,165,514

  自己株式の取得 ― ― ― ― ― △1

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△18,462 △2,315 △20,778 △42,675 △6,683 △70,136

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

△18,462 △2,315 △20,778 △42,675 △6,683 △2,235,652

平成19年９月30日残高(千円) △18,327 △14,362 △32,689 32,519 ― 974,174



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 5,571,167 3,271,767 △2,132,809 △6,319 6,703,805

連結会計年度中の変動額

  新株の発行 1,053,105 1,053,105 2,106,211

 欠損てん補のための取崩額 ― △1,776,873 1,776,873 ― ―

  当期純損失 ― ― △5,670,156 ― △5,670,156

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

1,053,105 △723,767 △3,893,282 ― △3,563,944

平成19年３月31日残高(千円) 6,624,273 2,547,999 △6,026,091 △6,319 3,139,860

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主 
持分

純資産合計
その他有価証 
券評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 163,129 387 163,516 ― 101,504 6,968,826

連結会計年度中の変動額

  新株の発行 2,106,211

 欠損てん補のための取崩額 ― ― ― ― ― ―

 当期純損失 ― ― ― ― ― △5,670,156

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△162,993 △12,434 △175,428 75,194 △94,820 △195,054

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

△162,993 △12,434 △175,428 75,194 △94,820 △3,758,999

平成19年３月31日残高(千円) 135 △12,047 △11,911 75,194 6,683 3,209,827



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

１ 税金等調整前中間（当期） 
  純損失

△ 4,074,546 △2,158,788 △5,619,817

２ 減価償却費 24,169 4,151 60,622

３ 減損損失 24,029 552,275 245,525

４ のれん償却額 23,214 ― 34,352

５ のれん一括償却額 516,767 9,005 676,790

６  株式報酬費用 ― ― 10,015

７ 貸倒引当金の増加額 42,925 232,483 856,663

８  投資損失引当金の増加額 ― 842,500 ―

９ 賞与引当金の減少額 △18,572 ― △18,572

10 退職給付引当金の増加額 
    （△減少額）

△4,761 △7,206 961

11 訴訟損失引当金の増加額 ― 10,000 ―

12 受取利息及び受取配当金 △80,512 △25,829 △166,265

13 支払利息 30,871 9,001 85,183

14 繰延資産償却額 28,059 ― 120,469

15 為替差損益（△差益) 237 ― ―

16 固定資産除却損 12,575 ― 34,895

17 投資有価証券評価損 24,000 12,155 103,320

18 投資有価証券売却益 ― △16,815 ―

19 投資有価証券売却損 300 113,004 300

20 関係会社株式売却益 ― △35,819 △5,570

21  関係会社株式売却損 ― ― 63,199

22 持分法による投資損失 2,189,663 92 2,187,446

23 営業用投資有価証券評価損 813,375 ― 915,625

24 破産更生債権の減少額 210 227,999 51,559

25  債務買取益 ― ― △276,830

26  債務免除益 ― △112,556 ―

27 新株予約権戻入益
―

△42,675
―

28 売上債権の減少額 
  （△増加額）

△178,173 △128,491 224,984

29 たな卸資産の減少額 
  （△増加額)

△16,188 △46,643 △171,787

30 仕入債務の増加額 
  （△減少額)

72,438 111,659 △187,273

31 未払消費税等の増加額 
  （△減少額）

△24,135 4,529 △28,680

32 その他の流動資産の減少額 296,350 56,557 369,491

33 その他の固定資産の減少額 
  （△増加額）

△34,826 93,045 △1,898

34 その他の流動負債の増加額 
  （△減少額）

68,171 △154,282 97,324

35 その他の固定負債の増加額 10,457 2,573 4,848

36 その他 145 611 47,745

小計 △253,753 △447,464 △285,370



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

37 利息及び配当金の受取額 54,933 2,509 116,032

38 利息の支払額 △16,993 △7,213 △78,362

39 法人税等の支払額 △10,890 △16,370 △24,692

営業活動による 
キャッシュ・フロー

△226,704 △468,539 △272,392

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

１ 定期預金の預入による支出 △48,125 ― △48,125

２ 定期預金の払戻しによる 
  収入

70,625 ― 195,625

３ 有形固定資産の取得による 
  支出

△21,423 △550,384 △30,062

４ 有形固定資産の売却による 
  収入

― 1,862 6,802

５ 無形固定資産の取得による 
  支出

△41,009 ― △50,960

６ 無形固定資産の売却による 
  収入

773 240 656

７  有価証券の取得による支出 ― ― △1,594

８ 投資有価証券の取得による 
  支出

― △100,000 ―

９ 投資有価証券の売却による 
  収入

500 147,039 111,900

10 貸付による支出 △736,240 △1,043,742 △1,956,295

11 貸付金の回収による収入 144,553 601,913 975,310

12  敷金の回収による収入 10,236 ― 10,335

13 連結子会社の取得による 
  支出

△9,800 △9,005 △9,805

14  連結子会社の売却による純 
    収入（△純支出）

― 59,179 △85,400

15 関連会社株式の取得による 
  支出

△21,500 ― △21,500

16  関連会社株式の売却による 
    収入

― 33,888 4,050

17  差入保証金の回収による 
    収入

― 68,402 23,402

18  差入保証金の支払による 
    支出

― △8,476 △138,604

19  預り保証金の預りによる収 
    入

― 9,000 ―

20  預り保証金の返還による支  
    出

― △22,262 ―

21 その他 △3,710 △2,271 △1,947

投資活動による 
キャッシュ・フロー

△655,121 △814,615 △1,016,213



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

１ 短期借入による増減額 △376,900 66,458 △1,289,234

２ 長期借入金の返済による 
  支出

△130,280 △75,010 △308,360

３ 社債の発行による収入 474,761 ― 474,761

４ 社債の償還による支出 △50,000 △50,000 △100,000

５ 株式の発行による収入 ― ― 2,063,231

６ 新株予約権の発行による 
  収入

38,678 ― 63,670

７ 自己株式の取得による支出 ― △1 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー

△43,739 △58,552 904,069

Ⅳ 現金及び現金同等物に 
  係る換算差額

553 △155 692

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増加額（△減少額）

△925,012 △1,341,862 △383,844

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

1,820,624 1,436,780 1,820,624

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※１ 895,612 94,917 1,436,780



（継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況） 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

                                
―――――― 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  当社グループは、平成19年３月期
において営業損失 603,619千円、当
期純損失 5,670,156千円を計上しま
した。当中間連結会計期間におきま
しても、営業損失 235,478千円、中
間純損失 2,165,514千円を計上した
ため当該状況は継続企業の前提に重
要な疑義を抱かせる状況に該当しま
す。 
 そのため、当該事象を解決するた
めに、以下の施策を展開します。 
  当社グループは、平成20年3月期
中間期より、抜本的に事業戦略を見
直すこととし、基本方針は当社の主
要事業（システム開発事業、機器販
売事業、ＩＴセキュリティ事業、Ｅ
Ｃ・マーケティング事業及び投資事
業）を逸脱しない事業であること及
び、事業の収益性を勘案し、事業撤
退、事業縮小、事業継続のグループ
に分類し、早期に業績回復を目指す
こととしました。 
  今後は、以下の点を重要施策と
し、企業価値向上、利益拡大を図っ
ていきたいと考えております。 
  （１）本業回帰、「システム開発 
        事業」への特化 
        創業精神に立ち帰り「シス 
        テム開発事業、ＥＣ事業」 
        に経営資源を集中し、事業 
        の強化・拡大を図ります。 
  （２）周辺業務の整理・統合（機 
        器販売事業、ＥＣ事業等） 
        これまで手掛けてきた周辺 
        業務を整理・統合し、経営 
        の効率化を図ります。 
        また、不採算事業からの撤 
        退と社外経営資源の活用に 
        より再度見直しを行いま 
        す。 
  （３）新規事業への取組方針の変 
        更（Ｍ＆Ａ事業） 
        新規事業については、既存 
        の事業との関連性の高い事 
        業に特化し、業種的な拡散 
        を避け、事業採算の確保・ 
        拡大に努めます。 
  （４）財務体質の強化 
        不採算事業からの撤退を含 
        め、事業再編を図り、財務 
        の体質の強化を行います。 
        また、過去の投融資の整 
        理・回収に努め、厳正なる 
        会計処理に従い、この結果 
        増資等による資本の増強に 
        より体質強化を図ってまい 
        ります。 
  （５）人材の確保と育成 
        高度のスキルをもったエン 
        ジニア、感度の高い営業ス 
        タッフは、当社の柱であり 
        真に財産であり、当社にお 
        いては、「人材＝人財」と 
        の観点でその確保と育成に 
        努めてまいります。

                               
―――――― 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

   
  以上の施策実施により、継続的な
営業利益の計上が見込まれるため、
継続企業の前提に関する重要な疑義
は解消されると判断しております。
なお、中間連結財務諸表は継続企業
を前提として作成しておりこのよう
な重要な疑義の影響を中間連結財務
諸表には反映しておりません。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

(1) 連結子会社 

  全ての子会社を連結子 

 会社としております。

(1) 連結子会社 

  全ての子会社を連結子 

 会社としております。

(1) 連結子会社 

  全ての子会社を連結子 

 会社としております。

㈱ティーディー・セキュ

リティ 

ウーマン・ジャパン㈱

㈱フォリアル

アドバンストアイ㈱

ＬＯＤＯＧＡ Security 

Limited

サイバーリンクトランス

デジタル㈱

オープン・アクセスフィ

ア㈱

㈱ピー・ジー・エム

キムラヤネット㈱

メディア２４１㈱

   計  10社

 メディア２４１㈱は設

立により連結の範囲に含

めております。

㈱ティーディー・セキュ

リティ 

ウーマン・ジャパン㈱

㈱フォリアル

ＬＯＤＯＧＡ Security 

Limited

㈱ピー・ジー・エム

メディア２４１㈱

 計  ６社

      サイバーリンクトラ 

    ンスデジタル㈱及びキ 

  ムラヤネット㈱は株式 

  を全部売却したため、 

  連結子会社から除いて 

  おります。

㈱ティーディー・セキュ

リティ 

ウーマン・ジャパン㈱

㈱フォリアル

ＬＯＤＯＧＡ Security 

Limited

サイバーリンクトランス

デジタル㈱

㈱ピー・ジー・エム

キムラヤネット㈱

メディア２４１㈱

    計  ８社

      メディア２４１㈱は 

    設立により連結の範囲 

    に含めております。 

      アドバンストアイ㈱ 

    及びオープンアクセス 

    フィア㈱は株式の一部 

    を売却したため、下期 

    より連結子会社から除 

    いております。



  

 
  

項目
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
  至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日)

２ 持分法の適用に関

する事項

(1) 持分法を適用した関連

会社 

大和工業㈱ 

(1) 持分法を適用した関連

会社 

 ――――――  

 アドバンストアイ㈱

は株式を全部売却した

ため、持分法適用の関

連会社から除外してお

ります。

(1) 持分法を適用した関連

会社 

アドバンストアイ㈱ 

  大和工業㈱は持分比

率の低下により、当連

結会計年度下期より持

分法適用の関連会社か

ら除外しております。

アドバンストアイ㈱

は、株式の一部を売却

したため当連結会計年

度下期より連結子会社

から持分法適用の関連

会社に変更しておりま

す。

(2) 持分法非適用の関連会

社 

ＪＥＭ㈱ 

 ＪＥＭ㈱は中間純損

益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても

重要性がないため、持

分法の適用から除外し

ております。 

ジェイ・ベックス㈱ 

 株式の一時的保有の

ため持分法の適用から

除外しております。

(2) 持分法非適用の関連会

社 

  ――――――

 

 

(2) 持分法非適用の関連会

社 

   ――――――

  ＪＥＭ㈱は株式の全部

を売却したため持分法

非適用の関連会社から

除外しております。

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項

   会社名 中間決算日 
 ウーマン・ジャパン㈱ 
        12月31日 
 ㈱フォリアル 12月31日 
 サイバーリンクトラン 
 スデジタル㈱ ６月30日 
 キムラヤネット㈱ 
        ８月31日 
  なお、中間連結財務諸 
 表作成にあたり中間連結 
 決算日９月30日に仮決算 
 を行っている連結子会社 
 は次のとおりでありま 
 す。 
 ウーマン・ジャパン㈱ 
 ㈱フォリアル 
 サイバーリンクトラン  
 スデジタル㈱ 
 キムラヤネット㈱

  会社名 中間決算日
 ウーマン・ジャパン㈱ 
        12月31日 
 ㈱フォリアル 12月31日 
  なお、中間連結財務諸 
 表作成にあたり中間連結 
 決算日９月30日に仮決算 
 を行っている連結子会社 
 は次のとおりでありま 
 す。 
 ウーマン・ジャパン㈱ 
 ㈱フォリアル

ウーマン・ジャパン㈱  
  決算日  ６月30日 
 ㈱フォリアル 
  決算日  ６月30日 
 サイバーリンクトラン 
 スデジタル㈱ 
  決算日  12月31日 
 キムラヤネット㈱ 
  決算日  ２月28日 
  なお、ウーマン・ジャ 
  パン㈱、㈱フォリアル、 
  サイバーリンクトランス 
  デジタル㈱及びキムラヤ 
  ネット㈱については連結 
  財務諸表の作成にあたり 
  連結決算日３月31日に仮 
  決算しております。



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ① 有価証券

 ａ 満期保有目的の債券

     原価法

  ｂ 関係会社株式

    移動平均法による 

   原価法

 ｃ その他有価証券

    時価のあるもの

     中間連結決算日の

市場価格等に基づく

時 価法 (評 価差額

は、全部純資産直入

法により処理し、売

却原価は、移動平均

法により算定) 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ① 有価証券

 ａ 満期保有目的の債券

     同左

  ｂ 関係会社株式

    同左

 

  ｃ その他有価証券

    時価のあるもの

      同左

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ① 有価証券

 ａ 満期保有目的の債券

    同左

  ｂ 関係会社株式

    同左

 

  ｃ その他有価証券

    時価のあるもの

   期末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は、全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定)  

    時価のないもの

    移動平均法による 

 原価法

 なお、投資事業有限責

任組合及びそれに類する

組合への出資(証券取引

法第２条第２項により有

価証券とみなされるも

の)については、組合契

約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な最

近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り

込む方法によっておりま

す。

    時価のないもの

     同左

    

 なお、投資事業有限責

任組合及びそれに類する

組合への出資(金融商品

取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされる

もの)については、組合

契約に規定される決算報

告日に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で

取り込む方法によってお

ります。

   

    時価のないもの

     同左

     

   なお、投資事業有限責 

  任組合及びそれに類する 

  組合への出資(証券取引 

  法第２条第２項により有 

  価証券とみなされるも 

  の)については、組合契 

  約に規定される決算報告 

  日に応じて入手可能な最 

  近の決算書を基礎とし、 

  持分相当額を純額で取り 

  込む方法によっておりま 

  す。



  

 
  

項目
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
  至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日)

 ② たな卸資産  ② たな卸資産  ② たな卸資産

   商品

    総平均法による原価
      法

      商品

    同左

      商品

    同左

   仕掛品    仕掛品    仕掛品

   個別法による原価法 同左 同左

(2) 重要な減価償却資産の 

  減価償却方法

(2) 重要な減価償却資産の 

  減価償却方法

(2) 重要な減価償却資産の 

  減価償却方法

 ① 有形固定資産  ① 有形固定資産  ① 有形固定資産

   定率法

 ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

（建物付属設備は除く）

については、定額法によ

っております。

同左 同左

 なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

 

建物 ６年～45年

車輌運搬 
具及び 
工具器具 
備品

２年～20年

─────

(会計方針の変更) 

  法人税法の改正（(所得

税法等の一部を改正する法

律 平成19年3月30日 法律

第6号)及び(法人税法施行

令の一部を改正する政令 

平成19年3月30日 政令第83

号)）に伴い、当中間連結

会計期間から、平成19年4

月1日以降に取得したもの

については、改正後の法人

税法に基づく方法に変更し

ております。当該変更に伴

う損益に与える影響は軽微

であります。 

（追加情報） 

  当中間連結会計期間か

ら、平成19年３月31日以前

に取得したものについて

は、償却可能限度額まで償

却が終了した翌年から５年

間で均等償却する方法によ

っております。当該変更に

伴う損益に与える影響は軽

微であります。

─────



  

 
  

項目 
 

  前中間連結会計期間 

 (自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日)

 当中間連結会計期間 

 (自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日)

   前連結会計年度 

 (自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日)

 ② 無形固定資産  ② 無形固定資産  ② 無形固定資産

   定額法 同左 同左

 ただし、自社利用のソ

フトウェアについては、

社内における見込利用可

能期間(５年)に基づく定

額法、市場販売目的のソ

フトウェアについては、

販売見込数量に基づく方

法によっております。

 ③ 長期前払費用  ③ 長期前払費用  ③ 長期前払費用

 法人税法に規定する期

間にわたる均等償却によ

っております。

同左 同左



  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

 債権の貸倒れに備え

るため、一般債権につ

いては貸倒実績率よ

り、貸倒懸念債権等特

定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を

計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

同左 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

同左 

 

 

 

 

 

 

 

   ―――――― 

 

 ② 投資損失引当金 

 M&A 等 に よ る 投 資

先・買収先の財政状

況・資産状況の悪化に

伴う損失発生に備える

ため、損失負担見込額

を計上しております。

   ――――――

 ③ 賞与引当金

 一部の子会社につい

て従業員に対して支給

する賞与の支出に充て

るため、実際の支給見

込額に基づき計上して

おります。

   ――――――    ――――――

 ④ 退職給付引当金

   連結財務諸表提出会

社は、従業員の退職給

付に備えるため、当連

結会計年度末における

退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期

間末において発生して

いると認められる額を

計上しております。

 ④ 退職給付引当金

同左

 ④ 退職給付引当金

   連結財務諸表提出会

社は、従業員の退職給

付に備えるため、当連

結会計年度末における

退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。

 ⑤ 債務保証損失引当金

   保証先への債務保証

等の損失に備えるた

め、被保証者の財政状

態を勘案し、損失負担

見込額を計上しており

ます。

     ――――――      ――――――



  

 
  

     項目 
 

 前中間連結会計期間
 （自 平成18年４月１日
  至 平成18年９月30日)

 当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日
 至 平成19年９月30日)

  前連結会計年度
（自 平成18年４月１日
 至 平成19年３月31日)

   ――――――  ⑥ 訴訟損失引当金

   訴訟による損失に備

えるために、損失見込

額を計上しておりま

す。

      ――――――

(4) 中間連結財務諸表の作

成の基礎となった連結

会社の中間財務諸表の

作成に当たって採用し

た重要な外貨建の資産

又は負債の本邦通貨へ

の換算の基準 

 外貨建金銭債権債務

は、中間連結決算日に

直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額

は損益として処理して

おります。 

 なお、在外子会社等

の資産及び負債は、中

間連結決算日の直物為

替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は

期中平均相場により円

貨に換算し、換算差額

は純資産の部における

為替換算調整勘定に含

めております。  

(4) 中間連結財務諸表の作

成の基礎となった連結

会社の中間財務諸表の

作成に当たって採用し

た重要な外貨建の資産

又は負債の本邦通貨へ

の換算の基準 

   

      同左

(4) 連結財務諸表の作成の

基礎となった連結会社

の財務諸表の作成に当

たって採用した重要な

外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の

基準 

 外貨建金銭債権債務

は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損

益として処理しており

ます。 

 なお、存外子会社等

の資産及び負債は、連

結決算日の直物為替相

場により円貨に換算

し、収益及び費用は期

中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は

純資産の部における為

替換算調整勘定に含め

ております。   



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(5) 重要なリース取引の処

理方法

  リース物件の所有権借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処

理によっております。

(5) 重要なリース取引の処

理方法

同左

(5) 重要なリース取引の処

理方法

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方

法

(6) 重要なヘッジ会計の方

法

(6) 重要なヘッジ会計の方

法

 ① ヘッジ会計の方法

   金利スワップについ

ては、特例処理の要件

を満たしておりますの

で、特例処理を採用し

ております。

 ① ヘッジ会計の方法

同左

 ① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段とヘッ 

   ジ対象

  (ヘッジ手段)  

 金利スワップ 

(ヘッジ対象) 

 借入金の利息

 ② ヘッジ手段とヘッ 

   ジ対象

同左

 ② ヘッジ手段とヘッ 

   ジ対象

同左

  

 ③ ヘッジ方針

   借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で

金利スワップ取引を行

っており、ヘッジ対象

の識別は個別契約毎に

行っております。

 ③ ヘッジ方針

同左

 ③ ヘッジ方針

同左

 ④ ヘッジ有効性評価 

   の方法

   リスク管理方針に従

って、以下の条件を満

たす金利スワップを締

結しております。

 ⅰ 金利スワップの想定

元本と長期借入金の元

本金額が一致してい

る。

 ⅱ 金利スワップと長期

借入金の契約期間及び

満期が一致している。

 ⅲ 長期借入金の変動金

利のインデックスと金

利スワップで受払いさ

れる変動金利のインデ

ックスがＴＩＢＯＲ＋

1.0％ で 一 致 し て い

る。

 ④ ヘッジ有効性評価 

   の方法

同左

    

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 ④ ヘッジ有効性評価 

   の方法

   リスク管理方針に従

って、以下の条件を満

たす金利スワップを締

結しております。

 ⅰ 金利スワップの想定

元本と長期借入金の元

本金額が一致してい

る。

 ⅱ 金利スワップと長期

借入金の契約期間及び

満期が一致している。

 ⅲ 長期借入金の変動金

利のインデックスと金

利スワップで受払いさ

れる変動金利のインデ

ックスがＴＩＢＯＲ＋

1.0％ で 一 致 し て い

る。



  

 
  

項目
前中間連結会計期間 

 (自 平成18年４月１日  
  至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日   
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日   
至 平成19年３月31日)

 iv 長期借入金と金利ス

ワップの金利改定条件

が一致している。

 v 金利スワップの受払い

条件がスワップ期間を

通して一定である 

 従って、金利スワッ

プの特例処理の用件を

満たしているので中間

連結決算日における有

効性の評価を省略して

おります。

 iv 長期借入金と金利ス

ワップの金利改定条件

が一致している。

 v 金利スワップの受払い

条件がスワップ期間を

通して一定である 

 従って、金利スワッ

プの特例処理の用件を

満たしているので中間

連結決算日における有

効性の評価を省略して

おります。

(7) その他中間連結財務

諸表作成のための基本

となる重要な事項

 ①消費税等の処理法 
   消費税及び地方消費 
  税は税抜方式によって 
  おります。 
 ②営業用投資有価証券の 
  会計処理

(7) その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項

①消費税等の処理法
  同左 
 
 
 ②営業用投資有価証券の 
  会計処理

(7) その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項

①消費税等の処理法 
  同左 
 
 
 ②営業用投資有価証券の 
  会計処理

   当社グループがＭ＆

Ａ事業の営業取引とし

て営業投資目的で取得

した有価証券について

は、「営業用投資有価

証券」として「流動資

産の部」に計上してお

り、か つ、そ の 損 益

は、営業損益として表

示することとしており

ます。 

 なお、当該投資によ

り、一時的に営業投資

先の意思決定機関を支

配している用件及び、

営業投資先に重要な影

響を与えている用件を

満たすこともあります

が、その所有目的は営

業投資であり、傘下に

入れる目的で行われて

いないことから、当該

営業投資先は子会社及

び関連会社に該当しな

いものとし、連結の範

囲に含めず、また、持

分法も適用いたしませ

ん。

     同左      同左



  

 
  

項目
  前中間連結会計期間 
   (自 平成18年４月１日  
  至 平成18年９月30日)

 当中間連結会計期間
  (自 平成19年４月１日  
    至 平成19年９月30日)

 前連結会計年度 
 (自 平成18年４月１日   
  至 平成19年３月31日)

５ 中間連結キャッシ 

ュ・フロー計算書 

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フロー計算書 

)における資金の 

範囲

 手許現金、要求払預金及

び取得日から3ヶ月以内に

満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資でありま

す。

同左 同左



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

(自己株式及び準備金の額の減少等に

関する会計基準等の一部改正） 

 当中間連結会計期間から「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準委員

会平成17年12月９日 企業会計基

準第５号)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準委員

会平成17年12月９日 企業会計基

準適用指針第８号)並びに改正後の

「自己株式及び準備金の額の減少

等に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 最終改正平成18年８

月11日 企業会計基準第１号）及

び「自己株式及び準備金の額の減

少等に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 最終

改正平成18年８月11日 企業会計

基準適用指針第２号）を適用して

おります。 

 この変更が損益に与える影響は

ありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は2,611,137千円

であります。 

 中間連結財務諸表規則の改正に

より、当中間連結会計期間におけ

る中間連結財務諸表は、改正後の

中間連結財務諸表規則により作成

しております。

            ―――――― （自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正） 

 当連結会計年度から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会平

成17年12月９日 企業会計基準第

５号)及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準委員会平

成17年12月９日 企業会計基準適

用指針第８号)並びに改正後の「自

己株式及び準備金の額の減少等に

関する会計基準」（企業会計基準

委員会 最終改正平成18年８月11

日 企業会計基準第１号）及び

「自己株式及び準備金の額の減少

等に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 最終改正

平成18年８月11日 企業会計基準

適用指針第２号）を適用しており

ます。 

 この変更が損益に与える影響は

ありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は3,127,949千円

であります。 

 連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計年度における

中間連結財務諸表は、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成し

ております。



  

 
  

   前中間連結会計期間 

 (自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日)

   当中間連結会計期間 

  (自 平成19年４月１日 

   至 平成19年９月30日)

    前連結会計年度 

 (自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日)

（ストック・オプション等に関する

会計基準） 

 当中間連結会計期間より「スト

ック・オプション等に関する会計

基準」（企業会計基準第８号 平

成17年12月27日）及び「ストッ

ク・オプション等に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第11号 平成18年５月31

日）を適用しております。 

 この変更に伴う損益への影響は

ありません。

            ―――――― （ストック・オプション等に関する

会計基準） 

 当連結会計年度より「ストッ

ク・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月27日 企業会計基準第８

号）及び「ストック・オプション

等に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 最終改正

平成18年５月31日 企業会計基準

適用指針第11号）を適用しており

ます。 

 こ れ に よ り、株 式 報 酬 費 用

10,015千円が費用として計上さ

れ、営業損失、経常損失及び税金

等調整前当期純損失が10,015千円

増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える

影響は、当該箇所に記載しており

ます。



次へ 

表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

(中間連結貸借対照表関係)

 前中間連結会計期間において「連結調整勘定」として

掲記されていたものは、「のれん」と表示しておりま

す。

(中間連結貸借対照表関係) 

  前連結会計年度において、たな卸資産として計上して

いた、販売用不動産 120百万円については、平成19年９

月に取締役会において投資事業のうち、不動産事業の規

模縮小を決議したため、当中間連結会計期間末より、有

形固定資産の「土地」に振り替えております。

(中間連結損益計算書)

 前中間連結会計期間において、区分掲記しておりまし

た営業外収益の「受取配当金」（当中間連結会計期間42

千円）及び営業外費用「手形売却損」（当中間連結会計

期間29千円）については、金額が僅少となったため、当

中間連結会計期間よりそれぞれ営業外収益の「その

他」、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりま

す。 

 前中間連結会計期間において、「新株発行費償却」と

して掲記されていたものは、当中間連結会計期間から

「株式交付費」と表示しております。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期間

から「のれん償却額」と表示しております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、172,890 千円でありま

す。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、73,364千円であります。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、178,041 千円でありま

す。

※ ２ 受 取 手 形 裏 書 譲 渡 高 は

63,609千円であります。

    ――――――― ※ ２ 受 取 手 形 裏 書 譲 渡 高 は

 419,074千円であります。

※３ 担保資産及び担保付債務

    担保に供している資産は次の

とおりであります。

  取引銀行からの借入金の担保 

 現金及び預金 125,000千円 

 営業用投資有価証券 

        374,625千円 

 投資有価証券  24,750千円

   対応する債務 

 短期借入金  474,680千円 

 長期借入金  179,140千円

※３ 担保資産及び担保付債務

    担保に供している資産は次の

とおりであります。

  取引銀行からの借入金の担保 

 営業用投資有価証券 

         170,000千円

   対応する債務 

 短期借入金   208,310千円

※３ 担保に供している資産は次 

  のとおりであります。

   営業用投資有価証券 

         162,000千円

   対応する債務 

 短期借入金    186,680千円 

 長期借入金   83,300千円

上記は取引先の金融機関からの

借入金の担保として差入れてあ

ります。

４ 偶発債務 ４ 偶発債務 ４ 偶発債務

（1）係争事件

   ㈲オオタコーポレーション

は、平成18年７月31日付で当社

及びメディア２４１㈱を被告と

する詐害行為取消等請求（メデ

ィア２４１㈱が㈱シーエス東京

より譲受けたＣＳ放送事業に関

するものであり、請求金額

8,595万円）の提訴を行ってお

りますが、当社及びメディア２

４１㈱は、今回の提訴は正当性

のないものと考えており、今後

裁判において当社の主張が正し

い事を明らかにする所存であり

ます。

（1）係争事件

 ①     同左

   

（1）係争事件

       同左

     ―――――――

     

 ② ㈲大東製鋲は、平成19年６月

1日付で当社を被告とする商品

売買契約に基づく代金支払請求

（当社が㈲大東製鋲より購入し

た遊戯機器部材の支払に関する

ものであり、請求金額1,000万

円）の提訴を行っております。 

 本件は、当社が㈲大東製鋲よ

り部材を購入し、それを大和工

業㈱に販売するもので、支払に

ついては大和工業㈱振り出しの

約束手形を当社が裏書譲渡する

ものでした。 

 しかしながら、大和工業㈱が

破綻したため㈲大東製鋲が当社

に対し支払を求めて提訴したも

のです。 

 本件については、現在、和解

での解決を目指しております。

     ―――――――

    



  

 
  

 前中間連結会計期間末 
 (平成18年９月30日)    

   当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日）

    前連結会計年度末 

 （平成19年３月31日）

※５ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理

※５ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理

※５ 連結会計年度末日満期手形の

会計処理

   手形交換日をもって決済処理

しております。 

 なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が、中間連結会計期間

末残高に含まれております。 

  受取手形   681千円

   手形交換日をもって決済処理

しております。 

 なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が、中間連結会計期間

末残高に含まれております。 

  受取手形   2,203千円

   手形交換日をもって決済処理

しております。 

  なお、当連結会計年度末日が

金融機関の休日であったため、

次の連結会計年度末日満期手形

が、連結会計年度末残高に含ま

れております。 

  受取手形  3,958千円



次へ 

(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

・役員報酬 75,034千円

・給与手当 274,298千円

・支払手数料 104,093千円

・減価償却費 14,036千円
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

・役員報酬 53,558千円

・給与手当 127,856千円

・支払手数料 85,674千円

・地代家賃 72,441千円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

・役員報酬 122,973千円

・給与手当 602,604千円

・支払手数料 256,763千円

・地代家賃 251,053千円

・減価償却費 28,008千円

・貸倒引当金 
 繰入額

485千円

※２ 固定資産除却損のうち主要な

ものおよび金額は次のとおりで

あります。

・建物 9,071千円

・その他 3,503千円
 

     ―――――― ※２ 固定資産除却損のうち主要な

ものおよび金額は次のとおりで

あります。

・建物 31,392千円

・器具備品 3,503千円

―――――― ――――――

 

※３ その他特別損失のうち主要な

ものおよび金額は次のとおりで

あります。

・店舗撤去費用 8,436千円

・オフィス移転
  費用

38,011千円

 

※４ 減損損失

   当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計

上しております。

場所 用途 種類

東京都他 事業用資産
有形固定資

産(その他)

東京都他 事業用資産
無形固定資

産(その他)

  当社グループは、事業用資産に関

しては所在地別にグルーピングして

おります。 

 営業活動から生ずる損益が継続し

てマイナスである資産グループ及び

時価の下落の著しい資産グループの

帳簿価額を回収可能価額まで減額し

当該減少額を減損損失(24,029千円)

として特別損失に計上しておりま

す。 

  なお、当資産グループの回収可能

価額は正味売却価額により測定して

おりますが、売却可能性が見込めな

いため零としております。

 

 ※４ 減損損失

    当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計

上しております。

場所 用途 種類
減損損失
額(千円)

東京都他 事業用資産
有形固定資

産(その他)
31,743

東京都他 事業用資産
無形固定資

産(その他)
9,068

奈良県他 遊休資産 土地 511,464

 当社グループは、事業用資産に関

しては所在地別にグルーピングし、

共有資産、遊休資産については物件

ごとにグルーピングしております。 

営業活動から生ずる損益が継続して

マイナスである資産グループ及び時

価の下落の著しい資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減額し当

該減少額を減損損失(552,275千円)

として特別損失に計上しておりま

す。 

 なお、当資産グループの回収可能

価額は正味売却価額により測定して

おります。

 

※４ 減損損失

   当連結会計年度において、当

社グループは以下の資産グルー

プについて減損損失を計上して

おります。

場所 用途 種類
減損損失
額(千円)

東京都他 事業用資産
有形固定資

産(その他)
66,918

東京都他 事業用資産
無形固定資

産(その他)
75,269

東京都他 事業用資産
投資その他

の資産
103,337

 当社グループは、事業用資産に関

しては所在地別にグルーピングして

おります。 

営業活動から生ずる損益が継続して

マイナスである資産グループ及び時

価の下落の著しい資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減額し当

該減少額を減損損失(245,525千円)

として特別損失に計上しておりま

す。 

 なお、当資産グループの回収可能

価額は正味売却価額により測定して

おりますが、売却可能性が見込めな

いため零としております。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   

  

２ 自己株式に関する事項 

   

  
３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

平成18年８月30日発行トランスデジタル株式会社新株予約権及び、平成21年８月30日満期無担保転換社債型

新株予約権付社債の増加は、発行によるものであります。 
  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

    該当事項はありません。 

  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

    該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 42,712,485 ― ― 42,712,485

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 10,983 ― ― 10,983

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当中間連結
会計期間 
末残高 
(千円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当中間連結 
会計期間末

提出会社
平成18年８月30日発
行トランスデジタル
株式会社新株予約権

普通株式 ― 4,500,000 ― 4,500,000 40,500

平成21年８月30日満
期無担保転換社債型
新株予約権付社債

普通株式 ― 3,623,188 ― 3,623,188 ―

連結子会社 ― ― ― ― ― ― 1,000

合計 ― 8,123,188 ― 8,123,188 41,500



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取による増加 20株 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
  (注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 目的となる株式の数の減少は、権利失効によるものであります。  

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

    該当事項はありません。 

  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

    該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 83,180,985 ― ― 83,180,985

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 10,983 20 ― 11,003

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当中間連結
会計期間 
末残高 
(千円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当中間連結 
会計期間末

提出会社

平成18年８月30日発
行トランスデジタル
株式会社新株予約権

普通株式 4,500,000 ― 4,500,000 ― ―

平成21年８月30日満
期無担保転換社債型
新株予約権付社債

普通株式 4,277,159 ― ― 4,277,159 ―

平成19年１月26日
発行トランスデジ
タル株式会社新株
予約権

普通株式     7,900,000 ― ― 7,900,000 24,679

ストックオプショ
ンとしての新株予
約権

― ― ― ― ― 7,840

連結子会社 ― ― ― ― ― ― ―

合計 16,677,159 ― 4,500,000 12,177,159 32,519



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
   （変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 第三者割当増資による増加  40,368,500株 

 新株予約権の行使による増加   100,000株 

  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

平成18年８月30日発行トランスデジタル株式会社新株予約権の増加は、発行によるものであります。 

平成21年８月30日満期無担保転換社債型新株予約権付社債の増加は、発行によるものであります。 

平成19年１月26日発行トランスデジタル株式会社新株予約権の増加は、発行によるものであります。 

なお、減少は権利行使によるものであります。 
  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

    該当事項はありません。 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度後となるもの 

    該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 42,712,485 40,468,500 ― 83,180,985

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 10,983 ― ― 10,983

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結
会計年度 
末残高 
(千円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結 

会計年度末

提出会社

平成18年８月30日発
行トランスデジタル
株式会社新株予約権

普通株式 ― 4,500,000 ― 4,500,000 40,500

平成21年８月30日満
期無担保転換社債型
新株予約権付社債

普通株式 ― 4,277,159 ― 4,277,159 ―

平成19年１月26日発
行トランスデジタル
株式会社新株予約権

普通株式
―
 

8,000,000 100,000 7,900,000 24,679

ストックオプション
としての新株予約権

― ― ― ― ― 10,015

連結子会社 ― ― ― ― ― ― ―

合計 ― 16,777,159 100,000 16,677,159 75,194



前へ   次へ 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

(平成18年９月30日現在)

現金及び預金残高 1,020,612千円

預入期間が３か月 
を超える定期預金 
等

△125,000千円

現金及び現金 
同等物

895,612千円

  

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

(平成19年９月30日現在)

現金及び預金残高 94,917千円

預入期間が３か月
を超える定期預金 
等

― 千円

現金及び現金
同等物

94,917千円

  

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成19年３月31日現在)

現金及び預金残高 1,436,780千円

預入期間が３か月 
を超える定期預金 
等

― 千円

現金及び現金
同等物

1,436,780千円



(リース取引関係) 

  

 
  

   前中間連結会計期間 
 （自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日）

  当中間連結会計期間
 （自 平成19年４月１日 
  至 平成19年９月30日）

  前連結会計年度 
 （自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日）

 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引 
(1)リース物件の取得価額相当 
  額、減価償却累計額相当額及 
   び中間期末残高相当額

取得 
価額相
当額

減価償
却累計
額相当

額

中間期
末残高
相当額

（千円） （千円） （千円）

器具 
備品

33,129 10,587 22,542

その 
他

5,030 754 4,275

合計 38,159 11,341 26,817

(2)未経過リース料中間期末残高 
  相当額 
  １年以内     7,214千円 
  １年超      21,590千円 
  合計       28,805千円 
(3)支払リース料、減価償却費 
  及び支払利息相当額 
  支払リース料   4,930千円 
  減価償却費相当額 3,815千円 
  支払利息相当額  1,595千円 
(4)減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、 
  残存価額を零とする定額法に 
  よっております。 
(5)利息相当額の算定方法 
  リース料総額とリース物件の 
  取得価額総額との差額を利息 
  相当額とし、各期への配分方 
  法については、利息法によっ 
  ております。

 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引 
(1)リース物件の取得価額相当 
  額、減価償却累計額相当額及 
   び中間期末残高相当額

取得
価額相
当額

減価償
却累計
額相当

額

中間期
末残高
相当額

（千円） （千円） （千円）

器具 
備品

2,700 2,160 540

その 
他

5,030 1,257 3,772

合計 7,730 3,417 4,312

(2)未経過リース料中間期末残高
  相当額 
  １年以内     1,374千円 
  １年超       2,125千円 
  合計        3,500千円 
(3)支払リース料、減価償却費 
  及び支払利息相当額 
  支払リース料    907千円 
  減価償却費相当額  647千円 
  支払利息相当額   287千円 
(4)減価償却費相当額の算定方法 
       同左 
 
 
(5)利息相当額の算定方法 
       同左 
 
 
 
 

 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引 
(1)リース物件の取得価額相当 
  額、減価償却累計額相当額及 
   び期末残高相当額

取得
価額相
当額

減価償
却累計
額相当

額

期末残
高相当

額

（千円） （千円） （千円）

器具
備品

2,700 1,890 810

その
他

5,030 880 4,149

合計 7,730 2,770 4,959

(2)未経過リース料期末残高 
  相当額 
  １年以内      1,282千円 
  １年超       2,836千円 
  合計        4,119千円 
(3)支払リース料、減価償却費 
  及び支払利息相当額 
  支払リース料    9,860千円 
  減価償却費相当額  7,380千円 
  支払利息相当額   3,407千円 
(4)減価償却費相当額の算定方法 
       同左 
 
 
(5)利息相当額の算定方法 
       同左 
 
 
 
 



(有価証券関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間(平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 取得原価については減損処理した313,375千円を控除した後の金額を記載しております。 

当該株式の減損にあたっては、時価が取得価額に比べ50％以上下落したもの及び、40％以上50％未満下落し、

かつ翌期も回復が見込まれないものを対象としております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価評価されていない株式について524,000千円減損処理を行

っております。 

  

Ⅱ 当中間連結会計期間(平成19年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
（注）当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価評価されていない株式について12,155千円減損処理をお

こなっております。 

取得原価
(千円)

中間連結貸借
対照表計上額(千円)

差額 
(千円)

その他有価証券

株式 （注）364,125 399,375 35,250

中間連結貸借対照表計上額
(千円)

(1) 満期保有目的の債券 
  非上場外国債券

1,500,000

(2) その他有価証券 
  ① 非上場株式

108,363

  ② 非上場国内社債 101,400

  ③ 投資事業有限責任組合及びそれに 
       類する組合への出資

199,492

計 1,909,255

取得原価
(千円)

中間連結貸借
対照表計上額(千円)

差額 
(千円)

その他有価証券

株式 227,663 209,336 △18,327

中間連結貸借対照表計上額
(千円)

(1) 満期保有目的の債券 
  非上場外国債券

1,500,000

(2) その他有価証券 
  ① 非上場株式

77,234

  ② 非上場国内社債 100,000

計 1,677,234



Ⅲ 前連結会計年度(平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
 （注）取得原価については、減損処理した415,625千円を控除した金額を記載しております。 

 なお、当該株式の減損にあたっては、時価が取得原価に比べ５０％以上下落したもの及び、４０％以上 

 ５０％未満下落し、かつ翌期も回復が見込まれないものを対象としております。 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
(注)１、当連結会計年度において、その他有価証券で時価評価されていない株式について95,730千円、投資事業有限 

 責任者組合及びそれに類する組合への出資について507,589千円、それぞれ減損処理を行っております。 

  ２、当該株式の減損にあたっては、１株当たり純資産額が取得価額に比べ５０％以上下落したもの及び、４０％

 以上５０％未満下落し、かつ翌期も回復がみこまれないものを対象としております。 

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行なっておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対

象から除いております。 

  

当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

 該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行なっておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対

象から除いております。 

  

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行なっておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対

象から除いております。 

  

  

  

  

  

  

(ストック・オプション等関係) 

取得原価
(千円)

連結貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

 その他有価証券

株式 （注） 261,875 267,592 5,717

連結貸借対照表計上額
(千円)

(1) 満期保有目的の債券 
  非上場外国債券

1,500,000

(2) その他有価証券 
   ① 非上場株式    

  （注１）   78,363 

   ② 投資事業有限責任組合及びそれに 
    類する組合への出資

（注１） 191,902

計 1,770,265



前へ 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

１．ストックオプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

  該当事項はありません。 

２．権利不行使による失効により利益として計上した金額 

  新株予約権戻入益 2,175千円 

３．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

１．当該連結会計年度における費用計上額及び科目名 

  株式報酬費用 10,015千円 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

 (1)ストック・オプションの内容 

 
(注)付与対象者の区分及び人数(名)については、当該新株予約権を付した時点の区分及び人数を記

載しております。 

  

      会社名            提出会社

決議年月日 平成19年１月11日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役 ４ 当社執行役員 １ 当社監査役 ４
当社使用人 106

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 2,200,000

付与日 平成19年２月１日

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません

権利行使期間 平成19年２月１日～平成22年１月10日

権利行使価格 68.5円

付与日における公正な評価単価 72  円



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

 
（注）１ 事業区分は、売上集計区分によっております。 

 ２ 各事業の主要な内容 

 (1)システム開発事業・・・・・・・ソフトウェアの開発・販売及び、受託計算・システム等管理運営受託等 

 (2)機器販売事業・・・・・・・・・情報システム機器及び付随するソフトウェアの販売 

 (3)ＩＴセキュリティ事業・・・・・セキュリティ診断、コンサルティング及び教育等 

 (4)ＥＣ・マーケティング事業・・・Ｗｅｂサイトでの情報提供及び販売等 

 (5)投資事業・・・・・・・・・・・有価証券の売買、債券の売買、不動産の売買 

 (6)その他・・・・・・・・・・・・衣料品・服飾雑貨の販売、衛星放送チャンネルの運用、その他 

 ３ 営業費用のうち消去又は全社に含めた配賦不能営業費用 

 
  

システム 

開発事業 

(千円)

機器販売 

事業 

(千円)

ＩＴセキュ 

リティ事業 

(千円)

ＥＣ・マー

ケティング

事業 

(千円)

投資事業 

(千円)

その他 

(千円)

計 

(千円)

消去 

又は全社 

(千円)

連結 

(千円)

１ 売上高及び

  営業損益

  売上高

(1) 外部顧客に

   対する売上高
707,222 1,144,874 91,633 363,475 30,876 374,624 2,712,707 ― 2,712,707

(2) セグメント 

   間の内部 

   売上高又は 

   振替高

35,922 ― ― 33,879 ― 10,000 79,801 （79,801） ―

計 743,145 1,144,874 91,633 397,354 30,876 384,624 2,792,509 （79,801） 2,712,707

  営業費用 587,517 1,125,308 226,453 438,877 110,012 517,744 3,005,915 133,639 3,139,555

  営業利益又は 

  営業損失(△)
155,627 19,566 △134,820 △41,523 △79,135 △133,120 △213,406 （213,440） △426,847

システム 

開発事業 

(千円)

機器販売 

事業 

(千円)

ＩＴセキュ 

リティ事業 

(千円)

ＥＣ・マー

ケティング

事業 

(千円)

投資事業 

(千円)

その他 

(千円)

計 

(千円)

消去 

又は全社 

(千円)

連結 

(千円)

１ 売上高及び

  営業損益

  売上高

(1) 外部顧客に

   対する売上高
649,851 802,351 124,855 120,204 48,216 307,720 2,053,198 ― 2,053,198

(2) セグメント 

   間の内部 

   売上高又は 

   振替高

― ― ― ― 31,800 ― 31,800 （31,800） ―

計 649,851 802,351 124,855 120,204 80,016 307,720 2,084,998 （31,800） 2,053,198

  営業費用 540,912 825,885 121,691 170,351 120,478 392,497 2,171,817 116,860 2,288,677

  営業利益又は 

  営業損失(△)
108,938 △23,533 3,163 △50,147 △40,462 △84,777 △86,818 （148,660） △235,478

前中間連結会計期間
（千円）

当中間連結会計期間
（千円）

主な内容

消去又は全社の項目に
含めた配賦不能営業費
用の金額

213,440 153,044
親会社の管理部門
に係る費用であり
ます。



前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主要な内容 

 (1)システム開発事業・・・・・・・ソフトウェアの開発・販売及び、受託計算・システム等管理運営受託等 

 (2)機器販売事業・・・・・・・・・情報システム機器及び付随するソフトウェアの販売 

 (3)ＩＴセキュリティ事業・・・・・セキュリティ診断、コンサルティング及び教育等 

 (4)ＥＣ・マーケティング事業・・・Ｗｅｂサイトでの情報提供及び販売 

 (5)投資事業・・・・・・・・・・・有価証券の売買、債券の売買及び不動産の売買 

 (6)その他・・・・・・・・・・・・衣料品・服飾雑貨の販売、その他 

３ 当連結年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は376,834千円で

あり、その主なものは、親会社の管理部門に係る費用であります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19

年４月１日 至平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグ

メント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19

年４月１日 至平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

 (企業結合等関係) 

 該当事項はありません。 

  

システム 

開発事業 

(千円)

機器販売 

事業 

(千円)

ＩＴセキュ

リティ事業 

(千円)

ＥＣ・マー

ケティング

事業 

(千円)

投資事業 

(千円)

その他 

(千円)

計 

(千円)

消去 

又は全社 

(千円)

連結 

(千円)

１ 売上高及び

  営業損益

  売上高

(1) 外部顧客に

   対する売上高
1,306,979 2,570,539 148,485 753,022 297,611 751,014 5,827,652 ― 5,827,652

(2) セグメント 

   間の内部 

   売上高又は 

   振替高

20,600 3,742 ― 77,258 ― 10,000 111,601 (111,601) ―

計 1,327,579 2,574,281 148,485 830,280 297,611 761,014 5,939,253 (111,601) 5,827,652

  営業費用 1,169,615 2,511,723 392,916 840,879 288,940 961,963 6,166,038 265,233 6,431,271

  営業利益又は 

  営業損失(△)
157,963 62,558 △244,431 △10,598 8,670 △200,948 △226,784 (376,834) △603,619



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

 
  

項目
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 61.15円 11.32円 37.61円

１株当たり中間(当期)
純損失

96.39円 26.04円 122.41円

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益 ― 円 ― 円 ― 円

なお、潜在株式調整後1株
当たり中間純利益金額につ
いては、1株当たり中間純
損失が計上されているため
記載しておりません。

なお、潜在株式調整後1株
当たり中間純利益金額につ
いては、1株当たり中間純
損失が計上されているため
記載しておりません。

なお、潜在株式調整後1株
当たり当期純利益金額につ
いては、1株当たり当期純
損失が計上されているため
記載しておりません。

項目
前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日)

前連結会計年度末
（平成19年３月31日)

中間連結貸借対照表(連結貸
借対照表)の純資産の部の合
計額

2,761,841千円 974,174千円 3,209,827千円

普通株式に係る純資産額 2,611,136千円 941,655千円 3,127,949千円

差額の主な内訳

 新株予約権 41,500千円 32,519千円 75,194千円

 少数株主持分 109,204千円 ― 千円 6,683千円

普通株式の発行済株式数 42,712千株 83,180千株 83,180千株

普通株式の自己株式数 10千株 11千株 10千株

1株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数

42,701千株 83,169千株 83,170千株



２．１株当たり中間（当期）純損失金額 

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間連結損益計算書(連結損益
計算書)上の中間(当期)純損失

4,115,851千円 2,165,514千円 5,670,156千円

普通株式に係る中間(当期)純
損失

4,115,851千円 2,165,514千円 5,670,156千円

普通株主に帰属しない金額 ― ― ―

普通株式の期中平均株式数 42,701千株 83,169千株 46,320千株

希薄化効果を有しないため、
潜在株式調整後1株当たり中
間(当期)純利益の算定に含ま
れなかった潜在株式の概要

平成18年８月30日発行ト
ランスデジタル株式会社
新株予約権 
（株式の数4,500千株） 
平成21年８月30日満期無
担保転換社債型新株予約
権付社債 
（株式の数3,623千株）

平成21年８月30日満期無
担保転換社債型新株予約
権付社債 
（株式の数4,277千株） 
平成18年６月29日定時株
主総会決議、平成19年１
月11日取締役会決議によ
るストック・オプション
（株式の数1,568千株） 
平成19年１月26日発行ト
ランスデジタル株式会社
新株予約権 
（株式の数7,900千株）

平成18年８月30日発行ト
ランスデジタル株式会社
新株予約権 
（株式の数4,500千株） 
平成21年８月30日満期無
担保転換社債型新株予約
権付社債 
（株式の数4,277千株） 
平成18年６月29日定時株
主総会決議、平成19年１
月11日取締役会決議によ
るストック・オプション
(株式の数2,003千株） 
平成19年１月26日発行ト
ランスデジタル株式会社 
新株予約権 
（株式の数7,900千株）



(重要な後発事象) 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ――――― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ インターサービス株式会社の
  株式取得 
 当社は、平成19年11月9日開催の
取締役会において、ＥＣ事業の強化
を目的としてインターサービス株式
会社の全株式を取得のうえ、完全子
会社化することを決議し、同日完了
いたしました。 
 会社の概要 
①商号：インターサービス株式会 
        社 
②代表者：代表取締役 茶谷英二 
③本店所在地：東京都港区西新橋 
              2-13-15 
④設立年月日：平成2年4月10日 
⑤主な事業内容：インターネット  
                によるワイン・ 
                ブランド品の販 
                売等 
⑥従業員数：6名(H19年11月現在) 
⑦資本金の額：10百万円 
⑧発行済株式総数：800株 
⑨大株主構成：茶谷英二100%  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ サイバーリンクトランスデジタ 
  ル株式会社の売却 
 当社は、平成19年4月12日開催の
取締役会において、当社の子会社で
あるサイバーリンクトランスデジタ
ル株式会社の保有株式の売却を決議
し、売却いたしました。 
 会社の概要 
①商号：サイバーリンクトランスデ 
        ジタル株式会社 
②代表者：吉田 宣也 
③所在地：東京都港区新橋3-4-1 
          西新橋佐藤ビル4階 
④資本金：1,000万円 
⑤従業員数：15名(H19年4月現在) 
⑥主な事業内容：ソフトウェアの 
                企画・設計・研 
                究・開発・販売 
⑦譲渡理由：事業再編・グループ 
            企業の見直し 
⑧譲渡期日：平成19年4月12日 
⑨譲渡先：株式会社ＹＯＺＡＮ２
大和工業株式会社の民事再生手続申
請 
 平成19年5月1日、当社取引先であ
る大和工業株式会社が民事再生手続
きの申立てを行いました。 
 これに関する損失につきまして
は、平成19年3月期決算にすべて盛
り込んであり、平成20年3月期の業
績に与える影響はありません。 
(1)会社の概要 
①商号：大和工業株式会社 
②代表者：重光 進 
③所在地：愛知県名古屋市昭和区 
          曙町3-4-5 
④資本金：12億1,545百万円 
⑤主要な事業内容：パチンコ遊戯機 
                  及び関連設備機 
                  器の開発・製造 
                  ・販売 
(2)保有株式・債券等 
①株式投資額：20億45百万円  
②手形保証債務：4億19百万円 
③貸付債権：2億56百万円 
④売掛債権：43百万円 
⑤割賦債権：20百万円 
 上記合計額27億84百万円につきま
しては、全額評価損または貸倒引当
金を設定しております。



(2) 【その他】 

① 中間決算日後の状況 

該当事項はありません。 

  

② 訴訟 

(ⅰ)㈲オオタコーポレーションは、平成18年７月31日付で当社及びメディア２４１㈱を被告とする

詐害行為取消等請求（メディア２４１㈱が㈱シーエス東京より譲受けたＣＳ放送事業に関するもので

あり、請求金額8,595万円）の提訴を行っておりますが、当社及びメディア２４１㈱は今回の提訴は

正当性のないものと考えており、今後裁判において当社の主張が正しいことを明らかにする所存であ

ります。 

(ⅱ)㈲大東製鋲は、平成19年６月１日付で当社を被告とする商品売買契約に基づく代金支払請求

(当社が㈲大東製鋲より購入した遊戯機器部材の支払に関するものであり、請求金額1,000万円)の訴

訟を行っております。 

 本件は、当社が㈲大東製鋲より部材を購入し、それを大和工業㈱に販売するもので、支払について

は大和工業㈱振り出しの約束手形を当社が裏書するものでした。 

 しかしながら、大和工業㈱が破綻したため㈲大東製鋲が当社に対し支払を求めて訴訟したもので

す。 

 本件については、現在和解での解決を目指しております。  

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※２ 768,102 72,251 1,386,123

 ２ 受取手形
※４ 
※６

10,184 25,284 56,765

 ３ 売掛金 851,771 500,154 464,241

 ４ たな卸資産 59,663 80,030 169,887

 ５ 営業用投資有価証券 ※２ 374,625 209,363 246,375

 ６ 投資損失引当金 ― △92,000 ―

 ７ 未収入金 321,116 54,796 85,009

 ８ 短期貸付金 2,377,463 1,435,606 733,920

 ９ その他 52,707 84,916 22,067

 10  貸倒引当金 △1,036,262 △993,811 △442,870

   流動資産合計 3,779,372 58.1 1,376,591 52.3 2,721,519 55.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  （1）土地 44,387 202,640 44,387

  （2）その他 ※１ 97,562 44,241 80,117

   有形固定資産合計 141,950 2.2 246,881 9.4 124,505 2.5

 ２  無形固定資産 12,221 0.2 249 0.0 10,790 0.2

 ３ 投資その他の資産

  （1）投資有価証券 ※２ 1,832,605 1,677,207 1,791,483

  （2）関係会社株式 816,600 9,000 133,200

  （3）長期貸付金 5,140 1,894,469 2,104,288

  （4）投資損失引当金 △234,300 △759,500 △8,966

  （5）破産債権・更生 
    債権その他これら 
    に準ずる債権

488,488 435,592 437,139

  （6）その他 164,200 367,978 421,133

  （7）貸倒引当金 △502,938
△2,618,196

 
△2,822,938

   投資その他の 
   資産合計

2,569,795 39.5 1,006,551 38.3 2,055,338 41.8

   固定資産合計 2,723,967 41.9 1,253,682 47.7 2,190,634 44.6

    資産合計 6,503,339 100.0 2,630,273 100.0 4,912,154 100.0



 

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

  １  支払手形 ― 5,394 ―

 ２ 買掛金 488,175 238,170 201,828

 ３ 短期借入金 ※２ 1,274,880 299,810 186,680

 ４ 一年以内償還社債 100,000 100,000 100,000

 ５ 未払法人税等 19,449 10,690 27,141

 ６ 繰延税金負債 7,324 ― ―

 ７ 訴訟損失引当金 ― 10,000 ―

 ８ その他 ※５ 87,246 112,315 163,506

   流動負債合計 1,977,075 30.4 776,380 29.5 679,157 13.8

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 800,000 700,000 750,000

 ２ 長期借入金 ※２ 179,140 ― 83,300

 ３ 退職給付引当金 44,660 43,176 50,383

 ４ 債務保証損失引当金 13,400 9,360 10,880

 ５ 繰延税金負債 7,019 ― 5,581

 ６ その他 17,262 3,000 16,262

   固定負債合計 1,061,481 16.3 755,536 28.7 916,407 18.7

    負債合計 3,038,557 46.7 1,531,917 58.2 1,595,564 32.5

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 5,571,167 85.6 6,624,273 251.8 6,624,273 134.9

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 864,301 ― 1,917,407

  (2) その他資本剰余金 630,592 ― 630,592

   資本剰余金合計 1,494,893 23.0 ― ― 2,547,999 51.9

 ３ 利益剰余金

  その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 △3,656,365 △5,533,788 △5,924,693

   利益剰余金合計 △3,656,365 △56.2 △5,533,788
△210.

4
△5,924,693

△
120.6

 ４ 自己株式 △6,319 △0.1 △6,320 △0.2 △6,319 △0.2

   株主資本合計 3,403,375 52.3 1,084,163 41.2 3,241,258 66.0

Ⅱ 評価・換算差額等

 その他有価証券 
   評価差額金

20,906 0.4 △18,327 △0.7 135 0.0

   評価・換算差額等 
   合計

20,906 0.4 △18,327 △0.7 135 0.0

Ⅲ 新株予約権 40,500 0.6 32,519 1.3 75,194 1.5

   純資産合計 3,464,782 53.3 1,098,356 41.8 3,316,589 67.5

   負債純資産合計 6,503,339 100.0 2,630,273 100.0 4,912,154 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日)

前事業年度

要約損益計算書

(自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)

Ⅰ 売上高 1,828,655 100.0 1,532,219 100.0 4,205,228 100.0

Ⅱ 売上原価 1,590,602 87.0 1,376,061 89.8 3,535,965 84.1

  売上総利益 238,052 13.0 156,157 10.2 669,263 15.9

Ⅲ 販売費及び 

  一般管理費
373,362 20.4 264,258 17.2 703,605 16.7

  営業損失 135,310 △7.4 108,101 △7.0 34,341 △0.8

Ⅳ 営業外収益 ※１ 80,309 4.4 34,156 2.2 170,440 4.0

Ⅴ 営業外費用 ※２ 52,584 2.9 7,207 0.5 182,522 4.3

  経常損失 107,585 △5.9 81,152 △5.3 46,423 △1.1

Ⅵ 特別利益 ※３ 9,464 0.5 230,097 15.1 1,460 0.0

Ⅶ 特別損失
※４ 

※６
3,553,279 194.3 2,302,304 150.3 5,867,872 139.5

  税引前中間(当期) 

  純損失
3,651,400 △199.7 2,153,359 △140.5 5,912,835 △140.6

  法人税、住民税 

  及び事業税
4,965 0.2 3,735 0.3 11,857 0.3

   中間(当期)純損失 3,656,365 △199.9 2,157,094 △140.8 5,924,693 △140.9



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 5,571,167 2,641,174 630,592 3,271,767

中間会計期間中の変動額

 欠損てん補のための取崩額 ― △1,776,873 ― △1,776,873

 中間純損失 ― ― ― ―

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額(純額)

― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

― △1,776,873 ― △1,776,873

平成18年９月30日残高(千円) 5,571,167 864,301 630,592 1,494,893

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) △1,776,873 △1,776,873 △6,319 7,059,741

中間会計期間中の変動額

 欠損てん補のための取崩額 1,776,873 1,776,873 ― ―

 中間純損失 △3,656,365 △3,656,365 ― △3,656,365

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額(純額)

― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△1,879,492 △1,879,492 ― △3,656,365

平成18年９月30日残高(千円) △3,656,365 △3,656,365 △6,319 3,403,375

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 163,129 163,129 ― 7,222,870

中間会計期間中の変動額

 欠損てん補のための取崩額 ― ― ― ―

 中間純損失 ― ― ― △3,656,365

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額(純額)

△142,222 △142,222 40,500 △101,722

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△142,222 △142,222 40,500 △3,758,087

平成18年９月30日残高(千円) 20,906 20,906 40,500 3,464,782



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(千円) 6,624,273 1,917,407 630,592 2,547,999

中間会計期間中の変動額

 資本準備金取崩額 ― △1,917,407 1,917,407 ―

  その他資本剰余金からその他利 
  益剰余金への振替

― ― △2,547,999 △2,547,999

 中間純損失 ― ― ― ―

  自己株式の取得 ― ― ― ―

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額(純額)

― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

― △1,917,407 △630,592 △2,547,999

平成19年９月30日残高(千円) 6,624,273 ― ― ―

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) △5,924,693 △5,924,693 △6,319 3,241,258

中間会計期間中の変動額

 資本準備金取崩額 ― ― ― ―

  その他資本剰余金からその他利 
  益剰余金への振替

2,547,999 2,547,999 ― ―

 中間純損失 △2,157,094 △2,157,094 ― △2,157,094

  自己株式の取得 ― ― △1 △1

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額(純額)

― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

390,905 390,905 △1 △2,157,095

平成19年９月30日残高(千円) △5,533,788 △5,533,788 △6,320 1,084,163

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) 135 135 75,194 3,316,589

中間会計期間中の変動額

 資本準備金取崩額 ― ― ― ―

  その他資本剰余金からその他利 
  益剰余金への振替

― ― ― ―

 中間純損失 ― ― ― △2,157,094

  自己株式の取得 ― ― ― △1

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額(純額)

△18,462 △18,462 △42,675 △61,137

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△18,462 △18,462 △42,675 △2,218,233

平成19年９月30日残高(千円) △18,327 △18,327 32,519 1,098,356



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 5,571,167 2,641,174 630,592 3,271,767

事業年度中の変動額

新株の発行 1,053,105 1,053,106 ─ 1,053,105

 欠損てん補のための取崩額 ― △1,776,873 ― △1,776,873

当期純損失 ― ― ― ―

 株主資本以外の項目の 
  事業年度中の変動額（純額）

― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) 1,053,105 △723,767 ― △723,767

平成19年３月31日残高(千円) 6,624,273 1,917,407 630,592 2,547,999

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) △1,776,873 △1,776,873 △6,319 7,059,741

事業年度中の変動額

新株の発行 ― ― ― 2,106,211

 欠損てん補のための取崩額 1,776,873 1,776,873 ― ―

当期純損失 △5,924,693 △5,924,693 ― △5,924,693

 株主資本以外の項目の 
  事業年度中の変動額（純額）

― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) △4,147,820 △4,147,820 ― △3,818,482

平成19年３月31日残高(千円) △5,924,693 △5,924,693 △6,319 3,241,258

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 163,129 163,129 ― 7,222,870

事業年度中の変動額

新株の発行 ― ― ― 2,106,211

 欠損てん補のための取崩額 ― ― ― ―

当期純損失 ― ― ― △5,924,693

  株主資本以外の項目の 
  事業年度中の変動額（純額）

△162,993 △162,993 75,194 △87,798

事業年度中の変動額合計(千円) △162,993 △162,993 75,194 △3,906,281

平成19年３月31日残高(千円) 135 135 75,194 3,316,589



（継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況） 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――

  当社は、平成19年3月期において
営業損失 34,341千円、当期純損失 
5,924,693千円を計上しました。当
中間会計期間におきましても、営業
損失 108,101千円、中間純損失 
2,157,094千円を計上しており、当
該状況は継続企業の前提に重要な疑
義を抱かせる状況に該当します。 
  そのため、当該事象を解決するた
めに以下の施策を展開します。 
 当社は、平成20年3月期中間期よ
り、抜本的に事業戦略を見直すこと
とし、基本方針は当社の主要事業
（システム開発事業、機器販売事
業、ＩＴセキュリティ事業、ＥＣ・
マーケティング事業及び投資事業）
を逸脱しない事業であること及び、
事業の収益性を勘案し、事業撤退、
事業縮小、事業継続のグループに分
類し、早期に業績回復を目指すこと
としました。 
  今後は、以下の点を重要施策と
し、企業価値向上、利益拡大を図っ
ていきたいと考えております。 
  （１）本業回帰、「システム開発 
        事業」への特化 
        創業精神に立ち帰り「シス 
        テム開発事業、ＥＣ事業」 
        に経営資源を集中し、事業 
        の強化・拡大を図ります。 
  （２）周辺業務の整理・統合（機 
        器販売事業、ＥＣ事業等） 
        これまで手掛けてきた周辺 
        業務を整理・統合し、経営 
        の効率化を図ります。 
        また、不採算事業からの撤 
        退と社外経営資源の活用に 
        より再度見直しを行いま 
        す。 
  （３）新規事業への取組方針の変 
        更（Ｍ＆Ａ事業） 
        新規事業については、既存 
        の事業との関連性の高い事 
        業に特化し、業種的な拡散 
        を避け、事業採算の確保・ 
        拡大に努めます。 
  （４）財務体質の強化 
        不採算事業からの撤退を含 
        め、事業再編を図り、財務 
        の体質の強化を行います。 
        また、過去の投融資の整 
        理・回収に努め、厳正なる 
        会計処理に従い、この結果 
        増資等による資本の増強に 
        より体質強化を図ってまい 
        ります。 
  （５）人材の確保と育成 
        高度のスキルをもったエン 
    ジニア、感度の高い営業ス 
    タッフは、当社の柱であり 
    真に財産であり、当社にお 
    いては、「人材＝人財」と 
    の観点でその確保と育成に 
    努めてまいります。  

―――――



 
  

   

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 以上の施策実施により、継続的な
営業利益の計上が見込まれるため、
継続企業の前提に関する重要な疑義
は解消されると判断しております。
なお、中間財務諸表は継続企業を前
提として作成しておりこのような重
要な疑義の影響を中間財務諸表には
反映しておりません。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) たな卸資産

  商品

   総平均法による原価

法

  仕掛品

  個別法による原価法 

      ―――

(1) たな卸資産

  商品

同左

 

  仕掛品

      同左 

      ―――

(1) たな卸資産

  商品

同左

 

  仕掛品

同左

  販売用不動産 

   個別法による原価法

(2) 有価証券

  満期保有目的の債券

原価法

(2) 有価証券

  満期保有目的の債券

同左

(2) 有価証券

  満期保有目的の債券

同左

  子会社株式及び関連会 

  社株式

移動平均法による原

価法

  その他有価証券 

    時価のあるもの 

 中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は、全

部純資産直入法によ

り処理し、売却原価

は、移動平均法によ

り算定)

  子会社株式及び関連会 

  社株式

     同左 

 

 その他有価証券 

    時価のあるもの  

 中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は、全

部純資産直入法によ

り処理し、売却原価

は、移動平均法によ

り算定) 

  子会社株式及び関連会 

  社株式

      同左 

 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    期末日の市場価 

   格等に基づく時価 

   法(評価差額は、全 

   部純資産直入法によ 

   り処理し、売却原 

   価は、移動平均法 

   により算定)

   時価のないもの

移動平均法による

原価法

なお、投資事業有

限責任組合及びそ

れに類する組合へ

の出資（証券取引

法第2条第2項によ

り有価証券とみな

されるもの）につ

いては組合契約に

規定される決算報

告日に応じて入手

可能な最近の決算

書を基礎とし、持

分相当額を純額で

取り込む方法によ

っております。

   時価のないもの

移動平均法による

原価法

なお、投資事業有

限責任組合及びそ

れに類する組合へ

の出資（金融商品

取引法第2条第2項

により有価証券と

みなされるもの）

については組合契

約に規定される決

算報告日に応じて

入手可能な最近の

決算書を基礎と

し、持分相当額を

純額で取り込む方

法によっておりま

す。

   時価のないもの

移動平均法による

原価法

なお、投資事業有

限責任組合及びそ

れに類する組合へ

の出資（証券取引

法第2条第2項によ

り有価証券とみな

されるもの）につ

いては組合契約に

規定される決算報

告日に応じて入手

可能な最近の決算

書を基礎とし、持

分相当額を純額で

取り込む方法によ

っております。



 
  

項目
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
  至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日)

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産 

  定率法

(1) 有形固定資産 

       同左

(1) 有形固定資産 

     同左

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

（建物付属設備は除く）

については、定額法によ

っております。 

 なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

      

 

 

 

 

 

 

 

 建物   ６年～45年 

車両運搬具 

及び工具 ２年～20年 

器具備品

   

（会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、

当中間会計期間より、平成

19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更して

おります。 

 これによる営業損失、経

常損失及び税引前中間純損

失に与える影響は軽微であ

ります。

   

  ──────   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加情報） 

  当中間会計期間から、平

成19年３月31日以前に取得

したものについては、償却

可能限度額まで償却が終了

した翌年から５年間で均等

償却する方法によっており

ます。当該変更に伴う損益

に与える影響は軽微であり

ます。

 ──────

(2) 無形固定資産 

  定額法を採用しており 

 ます。

(2) 無形固定資産 

     同左 

 

(2) 無形固定資産 

     同左 

 

  なお、自社利用のソフ

トウエアについては、社

内における見込利用可能

期間(５年)に基づく定額

法、市場販売目的のソフ

トウエアについては販売

見込数量に基づく方法に

よっております。



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れに備える

ため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 投資損失引当金 

 M&A等による投資先・

買収先の財政状況・資産

状況の悪化に伴う損失発

生に備えるため、損失負

担見込額を計上しており

ます。

(2) 投資損失引当金

同左

(2) 投資損失引当金

同左

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められている額を計上

しております。

(3) 退職給付引当金

同左

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当期において発生

していると認められる額

を計上しております。

(4) 債務保証損失引当金 

 保証先への債務保証等 

の損失に備えるため、被

保証者の財政状態を勘案

し、損失負担見込額を計

上しております。

(4) 債務保証損失引当金 

同左

(4) 債務保証損失引当金 

    同左

(5) 訴訟損失引当金  

  ――――――

(5) 訴訟損失引当金 

  訴訟による損失に備え

るために、損失見込額を

計上しております。

(5) 訴訟損失引当金 

  ――――――

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

  外貨建金銭債権債務

は、中間決算日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益とし

て処理しております。

同左   外貨建金銭債権債務

は、決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処

理しております。



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 

 

 

 

 

 

 

同左  

 

 

 

 

 

 

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  金利スワップについて

は、特例処理の用件を満

たしておりますので、特

例処理を採用しておりま

す。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

     同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対 

  象 

  (ヘッジ手段） 

  金利スワップ 

  (ヘッジ対象） 

  借入金の利息

(2) ヘッジ手段とヘッジ対 

  象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対 

  象

同左

(3) ヘッジ方針

  借入金の金利変動リス

クを回避する目的で金利

スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は

個別契約毎に行っており

ます。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

     同左

(4) ヘッジ有効性評価の方 

  法

  リスク管理方針に従っ

て、以下の条件を満たす

金利スワップを締結して

おります。

 ⅰ  金利スワップの想 

  定元本と長期借入金 

  の元本金額が一致し 

  ている。

 ⅱ  金利スワップの想 

 定元本と長期借入金 

 の契約金額及び満期  

 が一致している。

 ⅲ  長期借入金の変動 

 金利のインデックス 

 と金利スワップで受 

 払いされる変動金利 

 のインデックスがＴ 

 ＩＢＯＲ+1.0％で一 

 致している。

 ⅳ  長期借入金と金利 

 スワップの金利改定 

 条件が一致している。

(4) ヘッジ有効性評価の方 

  法

同左  

(4) ヘッジ有効性評価の方 

  法

  リスク管理方針に従っ

て、以下の条件を満たす

金利スワップを締結して

おります。 

ⅰ  金利スワップの想 

  定元本と長期借入金 

  の元本金額が一致し 

  ている。 

ⅱ  金利スワップの想 

 定元本と長期借入金 

 の契約金額及び満期  

 が一致している。 

ⅲ  長期借入金の変動 

 金利のインデックス 

 と金利スワップで受 

 払いされる変動金利 

 のインデックスがＴ 

 ＩＢＯＲ+1.0％で一 

 致している。 

ⅳ  長期借入金と金利 

 スワップの金利改定 

 条件が一致している。



 
  

項目
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
  至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日)

 ⅴ  金利スワップの受 

 払い条件がスワップ 

 期間を通して一定で  

 ある。

  従って、金利スワップ

の特例処理の条件を満た

しているので、中間決算

日における有効性の評価

を省略しております。

 

  

 ⅴ 金利スワップの受 

 払い条件がスワップ 

 期間を通して一定で  

 ある。 

 従って、金利スワップ

の特例処理の条件を満た

しているので、決算日に

おける有効性の評価を省

略しております。

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

 (1) 消費税等の処理方法

  消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。

 (1) 消費税等の処理方法

同左 

 

 

 (1) 消費税等の処理方法

同左 

 

 

 (2) 営業用投資有価証券  

 の会計処理

 (2) 営業用投資有価証券  

 の会計処理

 (2) 営業用投資有価証券  

の会計処理 

  当社がＭ＆Ａ事業の営

業取引として営業投資目

的で取得した有価証券に

ついては、「営業用投資

有価証券」として「流動

資産の部」に計上してお

り、かつ、その損益は、

営業損益として表示する

こととしております。 

 なお、当該投資によ

り、一時的に営業投資先

の意思決定機関を支配し

ている要件及び、営業投

資先に重要な影響を与え

ている要件を満たすこと

もありますが、その所有

目的は営業投資であり、

傘下に入れる目的で行わ

れていないことから、当

該営業投資先は子会社及

び関連会社に該当しない

ものとしております。

同左 同左



会計処理の変更 

 
  

  

  

  

  

表示方法の変更 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

（自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正） 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会平成17年12月

９日 企業会計基準適用指針第８

号）並びに改正後の「自己株式及び

準備金の額の減少等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 最終改

正平成18年８月11日 企業会計基準

第１号）及び「自己株式及び準備金

の額の減少等に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準委員会最終

改正平成18年８月11日 企業会計基

準適用指針第２号）を適用しており

ます。 

 この変更が損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は3,424,282千円で

あります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

――――――

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

（自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正） 

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号）

並びに改正後の「自己株式及び準備

金の額の減少等に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 最終改正平

成18年８月11日 企業会計基準第１

号）及び「自己株式及び準備金の額

の減少等に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 最終改

正平成18年８月11日 企業会計基準

適用指針第２号）を適用しておりま

す。 

 この変更が損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は3,241,394千円で

あります。 

 財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表は、改正

後の財務諸表規則により作成してお

ります。

（ストック・オプション等に関する

会計基準） 

 当中間会計期間より「ストック・

オプション等に関する会計基準」

（企業会計基準第８号 平成17年12

月27日）及び「ストック・オプショ

ン等に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第11号 平

成18年５月31日）を適用しておりま

す。 

 この変更に伴う損益への影響はあ

りません。

（ストック・オプション等に関する

会計基準） 

 当事業年度より「ストック・オプ

ション等に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成17年12月27日

企業会計基準第８号）及び「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員会

最終改正平成18年５月31日 企業会

計基準適用指針第11号）を適用して

おります。 

 これにより株式報酬費用10,015千

円が費用として計上され、営業損

失、経常損失及び税引前当期純損失

が、10,015千円増加しております。



        前中間会計期間 
      (自 平成18年４月１日 
       至 平成18年９月30日)

        当中間会計期間
       (自 平成19年４月１日 
        至 平成19年９月30日)

――――――

(中間貸借対照表関係)
 前事業年度において、たな卸資産として計上してい
た、販売用不動産120百万円については、平成19年９月
に取締役会において、投資事業のうち、不動産事業の規
模縮小を決議したため、当中間期末より、有形固定資産
の「土地」に振り替えております。



次へ 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

項目
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 減価償却累計額

有形固定資産
146,715千円 43,311千円 147,248千円

※２ 担保に供してい

る資産及び対応

する債務

 

 

 

 

 

 金融機関からの借入金の 

  担保

  現金及び預金

125,000千円

  営業用投資有価証券

374,625千円

  投資有価証券

24,750千円

 対応する債務

  短期借入金

474,680千円

  長期借入金

179,140千円

 

 

 金融機関からの借入金の 

  担保

 営業用投資有価証券

170,000千円

 対応する債務

  短期借入金

208,310千円

 

 

 

 金融機関からの借入金の 

  担保

  営業用投資有価証券

162,000千円

 対応する債務

  短期借入金

186,680千円

  長期借入金

83,300千円

 ３ 偶発債務 ① 債務保証

  次の会社について、金

融機関からの借入に対し

て債務保証を行っており

ます。

  保証先  

 （株）ピー・ジー・エム

  金額  13,400千円

  内容  借入債務

① 債務保証

  次の会社について、金

融機関からの借入に対し

て債務保証を行っており

ます。

  保証先  

 （株）ピー・ジー・エム

  金額  9,360千円

  内容  借入債務

① 債務保証

  次の会社について、金

融機関からの借入に対し

て債務保証を行っており

ます。

  保証先  

 （株）ピー・ジー・エム

  金額   10,880千円

  内容  借入債務

② 係争事件 

(1) ㈲オオタコーポレー

  ションは、平成18年７月 

  31日付で当社及びメディ

  ア２４１㈱を被告とする

  詐害行為取消等請求(メ 

  ディア２４１㈱が㈱シー 

  エス東京より譲受けたＣ 

  Ｓ放送事業に関するもの 

  であり、請求金額8,595 

  万円）の提訴を行ってお 

  りますが、当社及びメデ 

  ィア２４１㈱は今回の提 

  訴は正当性の無いものと 

  考えており、今後裁判に 

  おいて当社の主張が正し 

 いことを明らかにする所 

 存であります。 

② 係争事件 

 (1)        同左

② 係争事件 

 (1)        同左



  

 
  

 
項目

   前中間会計期間末 

  (平成18年９月30日)

  当中間会計期間末 

  (平成19年９月30日)

   前事業年度末 

  (平成19年３月31日)

(2)   ―――――― (2) ㈲大東製鋲は、平成 

 19年６月1日付で当社を 

 被告とする商品売買契約 

 に基づく代金支払請求 

 （当社が㈲大東製鋲より 

 購入した遊戯機器部材の 

 支払に関するものであ 

 り、請求金額1,000万 

 円）の訴訟を行っており 

 ます。 

  本件は、当社が㈲大東 

 製鋲より部材を購入し、

 それを大和工業㈱に販売 

 するもので、支払につい 

 ては大和工業㈱振り出し 

 の約束手形を当社が裏書 

 するものでした。 

  しかしながら、大和工 

 業㈱が破綻したため㈲大 

 東製鋲が当社に対し支払 

 を求めて訴訟したもので 

 す。 

  本件については、現在 

 和解での解決を目指して 

 おります。

(2)  ――――――



 
  

 

項目
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※４ 裏書手形譲渡高 63,609千円 ― 千円 419,074千円

※５ 消費税等の取扱

   い

  仮払消費税等及び仮受

消費税等は、中間貸借対

照表上相殺し、流動負債

「その他」に含めて表示

しております。

同左 

 

 

 

 

    ―――――

※６ 中間会計期間末

日(期末日)満期

手形の会計処理

 中間会計期間末日満期

手形の会計処理について

は、手形交換日をもって

決済処理しております。 

 なお、当中間会計期間

末日が金融機関の休日で

あったため、次の中間会

計期間末日満期手形が、

中間会計期間末残高に含

まれております。 

 受取手形   681千円

 中間会計期間末日満期

手形の会計処理について

は、手形交換日をもって

決済処理しております。 

 なお、当中間会計期間

末日が金融機関の休日で

あったため、次の中間会

計期間末日満期手形が、

中間会計期間末残高に含

まれております。 

 受取手形  2,203千円 

 

 期末日満期手形の会計

処理については、手形交

換日をもって決済処理し

ております。 

 なお、当期末日が金融

機関の休日であったた

め、次の期末日手形が、

期末残高に含まれており

ます。 

 受取手形  3,958千円

    

 



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 営業外収益の主

要項目

受取利息
 

79,486千円 24,104千円 163,243千円

※２ 営業外費用の主

要項目

支払利息

株式交付費

社債発行費償却

支払手数料  

12,437千円

2,821千円

25,238千円

12,057千円
 

4,456千円

―千円

―千円

392千円
 

46,661千円

95,231千円

25,238千円

14,169千円

※３ 特別利益の主要

項目

投資有価証券 
売却益

匿名組合分配金

債務免除益

新株予約権戻入
益

 

 

 

―千円

―千円

─ 千円

─ 千円

 

 

 

15,094千円

57,698千円

112,556千円

42,675 千円

 

 

 

―千円

―千円

─ 千円

─千円

※４ 特別損失の主要

項目

固定資産除却損

営業用投資有価
証券評価損

投資有価証券 
評価損

投資有価証券 
売却損

関係会社株式評
価損

貸倒引当金 
繰入額

関係会社株式売
却損

減損損失

投資損失引当金
繰入額

債務保証損失引
当金繰入額

事務所移転費用

―千円

813,375千円

24,000千円

―千円

1,863,000千円

703,462千円

―千円

―千円

134,300千円

13,400千円

―千円

―千円

―千円

12,155千円

97,365千円

―千円

777,538千円

―千円

552,275千円

847,872千円

―千円

―千円

14,332千円

915,625千円

71,589千円

300千円

2,278,305千円

2,478,307千円

41,712千円

―千円

8,966千円

10,880千円

37,099千円

※５ 減価償却実施額

有形固定資産

無形固定資産

3,084千円

669千円

3,580千円

1,394千円

9,433千円

2,199千円



 
  

項目
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
  至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日)

※６ 減損損失 ――――― 

  

 

 当中間会計期間におい

て、当社は以下の資産グ

ループについて減損損失

を計上しております。

場所 用途 種類
減損損失
額(千円)

東京都
他

事業用
資産

有形固
定資産
（その
他）

31,743

東京都
他

事業用
資産 
 

無形固
定資産
（その
他）

9,068

奈良県
他

遊休資
産 
 

土地 511,464

 当社は、事業用資産に関

しては所在地別にグルーピ

ングし、共有資産、遊休資

産については物件ごとにグ

ルーピングしております。 

営業活動から生ずる損益が

継続してマイナスである資

産グループ及び時価の下落

の著しい資産グループの帳

簿価額を回収可能額まで減

額し、当該減少額を減損損

失(552,275千円)として特

別損失に計上しておりま

す。

 なお、当資産グループの

回収可能価額は正味売却価

額により測定しておりま

す。

     ―――― 

 



次へ 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

１ 自己株式に関する事項 

   

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 自己株式に関する事項 

 
 (変動事由の概要) 

 増減数の主な内訳は、次の通りであります。 

  単元未満株式の買取による増加 20株 

        

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  1  自己株式に関する事項 

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 10,983 ― ― 10,983

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 10,983 20 ― 11,003

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 10,983 ― ― 10,983



(リース取引関係) 

  

 
  

     前中間会計期間 
 （自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日）

    当中間会計期間
 （自 平成19年４月１日 
  至 平成19年９月30日）

     前事業年度 
 （自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日）

 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引 
(1)リース物件の取得価額相当 
  額、減価償却累計額相当額及 
   び中間期末残高相当額

取得 
価額相
当額

減価償
却累計
額相当

額

中間期
末残高
相当額

（千円） （千円） （千円）

器具 
備品

30,429 8,967 21,462

その 
他

5,030 754 4,275

合計 35,459 9,721 25,737

(2)未経過リース料中間期末残高 
  相当額 
  １年以内     6,615千円 
  １年超      20,915千円 
  合計       27,530千円 
(3)支払リース料、減価償却費 
  及び支払利息相当額 
  支払リース料   4,570千円 
  減価償却費相当額 3,545千円 
  支払利息相当額  1,509千円 
(4)減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、 
  残存価額を零とする定額法に 
  よっております。 
(5)利息相当額の算定方法 
  リース料総額とリース物件の 
  取得価額総額との差額を利息 
  相当額とし、各期への配分方 
  法については、利息法によっ 
  ております。

 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引 
(1)リース物件の取得価額相当 
  額、減価償却累計額相当額及 
   び中間期末残高相当額

取得
価額相
当額

減価償
却累計
額相当

額

中間期
末残高
相当額

（千円） （千円） （千円）

その 
他

5,030 1,257 3,772

合計 5,030 1,257 3,772

(2)未経過リース料中間期末残高
  相当額 
  １年以内      699千円 
  １年超       2,125千円 
  合計        2,824千円 
(3)支払リース料、減価償却費 
  及び支払利息相当額 
  支払リース料    547千円 
  減価償却費相当額  377千円 
  支払利息相当額   236千円 
(4)減価償却費相当額の算定方法 
       同左 
 
 
(5)利息相当額の算定方法 
       同左 
 
 
 
 

 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引 
(1)リース物件の取得価額相当 
  額、減価償却累計額相当額及 
   び期末残高相当額

取得
価額相
当額

減価償
却累計
額相当

額

期末残
高相当

額

（千円） （千円） （千円）

その
他

5,030 880 4,149

合計 5,030 880 4,159

(2)未経過リース料期末残高 
  相当額 
  １年以内       646千円 
  １年超       2,489千円 
  合計        3,135千円 
(3)支払リース料、減価償却費 
  及び支払利息相当額 
  支払リース料    9,140千円 
  減価償却費相当額  6,840千円 
  支払利息相当額   3,252千円 
(4)減価償却費相当額の算定方法 
       同左 
 
 
(5)利息相当額の算定方法 
       同左 
 
 
 
 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

    子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

前事業年度(平成19年３月31日) 

     子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注)１株当たり中間（当期）純損失の算定の基礎 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
１株当たり純資産額 80.19円

 
１株当たり純資産額 12.82円 １株当たり純資産額 38.97円

 
１株当たり中間純損失 85.63円

 
１株当たり中間純損失 25.94円 １株当たり当期純損失 127.91円

 

 潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益
― 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、１株当たり
中間純損失が計上されているため記
載しておりません。

 

 潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益
― 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、１株当たり
中間純損失が計上されているため記
載しておりません。

 

 潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益
― 円

なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益については、１株当たり
当期純損失が計上されているため記
載しておりません。

項目
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
  至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日)

中間損益計算書(損益計算書)
上の中間(当期)純損失

3,656,365千円 2,157,094千円 5,924,693千円

普通株式に係る中間(当期)純
損失

3,656,365千円 2,157,094千円 5,924,693千円

普通株主に帰属しない金額 ― ― ―

普通株式の期中平均株式数 42,701千株 83,169千株 46,320千株

希薄化効果を有しないため、
潜在株式調整後1株当たり中
間(当期)純利益の算定に含ま
れなかった潜在株式の概要

平成18年８月30日発行ト
ランスデジタル株式会社
新株予約権 
（株式の数 4,500千株） 
平成21年８月30日満期無
担保転換社債型新株予約
権付社債 
（株式の数 3,623千株）

平成21年８月30日満期無
担保転換社債型新株予約
権付社債 
（株式の数4,277千株） 
平成18年６月29日定時株
主総会決議、平成19年１
月11日取締役会決議によ
るストック・オプション
(株式の数1,568千株) 
平成19年１月26日発行ト
ランスデジタル株式会社
新株予約権 
(株式の数7,900千株)

平成18年８月30日発行ト
ランスデジタル株式会社
新株予約権 
(株式の数4,500千株) 
平成21年８月30日満期無
担保転換社債型新株予約
権付社債 
(株式の数4,277千株) 
平成18年６月29日定時株
主総会決議、平成19年１
月11日取締役会決議によ
るストック・オプション
(株式の数2,003千株) 
平成19年１月26日発行ト
ランスデジタル株式会社
新株予約権 
(株式の数7,900千株)



(重要な後発事象) 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
  至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日)

 ―――――

１ インターサービス株式会社の株

式取得 

 当社は、平成19年11月9日開催の

取締役会において、ＥＣ事業の強化

を目的としてインターサービス株式

会社の全株式を取得のうえ、完全子

会社化することを決議し、同日完了

いたしました。 

 会社の概要 

①商号：インターサービス株式会 

        社 

②代表者：代表取締役 茶谷英二 

③本店所在地：東京都港区西新橋 

              2-13-15 

④設立年月日：平成2年4月10日 

⑤主な事業内容：インターネット  

                によるワイン・ 

                ブランド品の販 

                売等 

⑥従業員数：6名(H19年11月現在) 

⑦資本金の額：10百万円 

⑧発行済株式総数：800株 

⑨大株主構成：茶谷英二100% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ サイバーリンクトランスデジタ

ル株式会社の売却 

 当社は、平成19年4月12日開催の

取締役会において、当社の子会社で

あるサイバーリンクトランスデジタ

ル株式会社の保有株式の売却を決議

し、売却いたしました。 

 会社の概要 

①商号：サイバーリンクトランスデ 

        ジタル株式会社 

②代表者：吉田 宣也 

③所在地：東京都港区新橋3-4-1 

          西新橋佐藤ビル4階 

④資本金：1,000万円 

⑤従業員数：15名(H19年4月現在) 

⑥主な事業内容：ソフトウェアの 

                企画・設計・研 

                究・開発・販売 

⑦譲渡理由：事業再編・グループ 

            企業の見直し 

⑧譲渡期日：平成19年4月12日 

⑨譲渡先：株式会社ＹＯＺＡＮ 

 

２ 大和工業株式会社の民事再生手

続申請 

 平成19年5月1日、当社取引先であ

る大和工業株式会社が民事再生手続

きの申立てを行いました。 

 これに関する損失につきまして

は、平成19年3月期決算にすべて盛

り込んであり、平成20年3月期の業

績に与える影響はありません。 

(1)会社の概要 

①商号：大和工業株式会社 

②代表者：重光 進 

③所在地：愛知県名古屋市昭和区 

          曙町3-4-5 

④資本金：12億1,545百万円 

⑤主要な事業内容：パチンコ遊戯機 

                  及び関連設備機 

                  器の開発・製造 

                  ・販売 

(2)保有株式・債券等 

①株式投資額：20億45百万円  

②手形保証債務：4億19百万円 

③貸付債権：2億56百万円 

④売掛債権：43百万円 

⑤割賦債権：20百万円 

 上記合計額27億84百万円につきま

しては、全額評価損または貸倒引当

金を設定しております。



前へ 

(2) 【その他】 

① 中間決算日後の状況 

該当事項はありません。 

  

② 訴訟 

(ⅰ)㈲オオタコーポレーションは、平成18年７月31日付で当社及びメディア２４１㈱を被告とする

詐害行為取消等請求（メディア２４１㈱が㈱シーエス東京より譲受けたＣＳ放送事業に関するもので

あり、請求金額8,595万円）の提訴を行っておりますが、当社及びメディア２４１㈱は今回の提訴は

正当性のないものと考えており、今後裁判において当社の主張が正しいことを明らかにする所存であ

ります。 

(ⅱ)㈲大東製鋲は、平成19年６月１日付で当社を被告とする商品売買契約に基づく代金支払請求

(当社が㈲大東製鋲より購入した遊戯機器部材の支払に関するものであり、請求金額1,000万円)の訴

訟を行っております。 

 本件は、当社が㈲大東製鋲より部材を購入し、それを大和工業㈱に販売するもので、支払について

は大和工業㈱振り出しの約束手形を当社が裏書するものでした。 

 しかしながら、大和工業㈱が破綻したため㈲大東製鋲が当社に対し支払を求めて訴訟したもので

す。 

 本件については、現在和解での解決を目指しております。  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(１) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第38期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年６月29日関東財務局長に提

出。 

(２) 有価証券報告書の訂正報告書 

上記（１）の有価証券報告書の訂正報告書 平成19年10月26日関東財務局長に提出。 

(３) 臨時報告書 

①企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第11号（債権の取立不能又は取立遅延のおそれ）なら

びに内閣府令第19条第２項第12号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象の発生）および第

19号（連結会社の財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象の発生）に基づく臨時報告書を平成

19年５月２日関東財務局長に提出。  

②企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書を平成

19年５月９日関東財務局長に提出。 

③企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える

事象の発生）および第19号（連結会社の財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象の発生）に基

づく臨時報告書を平成19年５月21日関東財務局長に提出。 

④企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書を平成

19年７月24日関東財務局長に提出。 

⑤企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書を平成

19年８月８日関東財務局長に提出。 

⑥企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書を平成

19年９月27日関東財務局長に提出。 

⑦企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える

事象の発生）および第19号（連結会社の財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象の発生）に基

づく臨時報告書を平成19年11月29日関東財務局長に提出。 

⑧企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書を平

成19年11月30日関東財務局長に提出。 

(４) 臨時報告書の訂正報告書  

①上記（３）④の臨時報告書の訂正報告書 平成19年７月25日関東財務局長に提出。 

②上記（３）⑤の臨時報告書の訂正報告書 平成19年８月30日関東財務局長に提出。 

③上記（３）⑤の臨時報告書の訂正報告書 平成19年９月25日関東財務局長に提出。  

  

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
平成１８年１２月２６日

  

トランスデジタル株式会社 

  取 締 役 会 御中 
 

  
 

   

  
  
 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているトラン

スデジタル株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１

８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中

間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行なわれている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、トランスデジタル株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 
  

国 際 第 一 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   毛利 優

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   関本 享

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
平成１９年１２月２８日

  

トランスデジタル株式会社 

  取 締 役 会 御中 
 

  
 

   

  
  
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるトランスデジタル株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期

間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行なわれている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、トランスデジタル株式会社及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追加情報 

   継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社グループは当中間連結会計期間において前期に引き続き営業損 

 失及び中間純損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する対処法等 

 は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の 

 影響を中間連結財務諸表には反映していない。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 
  

Ｋ Ｄ Ａ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   毛利 優

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   関本 享

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
平成１８年１２月２６日

  

トランスデジタル株式会社 

  取 締 役 会 御中 
 

  
 

   

  
  
 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているトラン

スデジタル株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第３８期事業年度の中間会計期間（平成１

８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び

中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、トランスデジタル株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平

成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 
  

国 際 第 一 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   毛利 優

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   関本 享

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
平成１９年１２月２８日

  

トランスデジタル株式会社 

  取 締 役 会 御中 
 

  
 

   

  
  
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるトランスデジタル株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第３９期事業年度の中間会計期

間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、トランスデジタル株式会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平

成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追加情報 

   継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当中間会計期間において前期に引き続き営業損失及び中間純 

 損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する対処法等は当該注記に 

 記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸 

 表には反映していない。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 
  

Ｋ Ｄ Ａ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   毛利 優

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   関本 享

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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